
 

 

 

 

 

第 ７ 回 

 

 

熊本県議会 

 

海の再生及び環境対策特別委員会会議記録 

 

 

令和６年６月28日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所  第 １ 委 員 会 室 

 

 

 

 

 



第７回 熊本県議会 海の再生及び環境対策特別委員会会議記録（令和６年６月28日） 

 - 1 - 

第７回  熊本県議会 海の再生及び環境対策特別委員会会議記録 

 

令和６年６月28日(金曜日) 

            午前10時00分開議 

            午後０時40分閉会 

    

本日の会議に付した事件 

 (1) 有明海・八代海の環境の保全、改善及

び水産資源の回復等による漁業の振興

に関する件について  

(2) 2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼロに向け

た取組に関する件について 

(3) 再生可能エネルギー導入促進に関する

件について 

(4) 付託調査事件の閉会中の継続審査につ

いて 

 

出席委員（16人） 

        委 員 長 橋 口 海 平 

        副委員長 河 津 修 司 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 吉 永 和 世 

        委   員 坂 田 孝 志 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 西 山 宗 孝 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 吉 田 孝 平 

        委  員 竹 﨑 和 虎 

        委  員 西 村 尚 武 

        委  員 荒 川 知 章 

        委  員 亀 田 英 雄 

        委  員 幸 村 香代子 

        委  員 髙 井 千 歳 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

 

説明のため出席した者 

環境生活部 

         部 長 小 原 雅 之 

        環境局長 鈴   和 幸 

首席審議員兼 

    環境立県推進課長 原 田 義 隆 

環境保全課長 廣 畑 昌 章  

    循環社会推進課長 村 岡 俊 彦 

消費生活課長 三 角 登志美 

総務部 

      財産経営課長 松 尾 亮 爾 

企画振興部 

    交通政策課審議員 高 松 江三子 

商工労働部 

      産業振興局長 野 中 眞 治 

商工政策課 

政策調整審議員 大 村 克 行 

    産業支援課審議員 荒 木 貴 志 

   エネルギー政策課長 吉 澤 和 宏 

農林水産部 

部 長 千 田 真 寿 

水産局長 渡 辺 裕 倫 

農業技術課長 上 村 法 光 

畜産課長 安 武 秀 貴 

農地・担い手支援課 

        課長補佐 星 子   修 

農地整備課長 宮 川 和 幸 

   むらづくり課審議員 松 下 浩 一 

森林整備課長 宮 脇   慈 

森林保全課長 大 和 一 浩 

水産振興課長 那 須 博 史 

漁港漁場整備課長 谷 水 秀 行 

水産研究センター所長 森 野 晃 司 

土木部 

総括審議員兼 

      河川港湾局長 村 山 英 俊 

首席審議員兼  

土木技術管理課長 倉 光 宏 一 

下水環境課長 弓 削 真 也 

河川課長 有 働 人 志 

港湾課長 田 村 伸 司 
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建築課長 折 田 義 浩 

教育委員会 

        施設課長 中 島 一 哉 

企業局 

        工務課長 福 本 政 洋 

警察本部 

        会計課長 平 山 浩 之 

 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 小 﨑 博 文 

     政務調査課主幹 村 山 智 彦 

 

  午前10時00分開議 

○橋口海平委員長 ただいまから第７回海の

再生及び環境対策特別委員会を開催します。 

 本日の特別委員会はインターネット中継が

行われます。委員並びに執行部におかれまし

ては、発言内容が聞き取りやすいように、マ

イクに向かって明瞭に御発言いただきますよ

うよろしくお願いいたします。 

 それでは、今年度最初の委員会の開催に当

たり、御挨拶申し上げます。 

 委員長の橋口です。本委員会の調査事件

は、１つ目が、有明海・八代海の環境の保

全、改善及び水産資源の回復等による漁業の

振興に関する件、２つ目が、2050年県内ＣＯ₂

排出実質ゼロに向けた取組に関する件、３つ

目が、再生可能エネルギー導入促進に関する

件、この３つが付託されております。 

 これまで歴史あるこの有明海・八代海の再

生から始まった委員会だと思っております。

これまで皆様方、先生方、そしてまた、執行

部が議論してきたことを少しでも今年進めら

れるよう誠心誠意取り組んでまいりたいと思

っておりますので、どうぞ委員の皆様方も、

熱心な意見、委員会に御参加いただきますよ

う、よろしくお願い申し上げます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 続きまして、副委員長からも御挨拶をお願

いしたいと思います。 

 

○河津修司副委員長 おはようございます。

副委員長の河津でございます。橋口委員長を

補佐し、円滑な委員会運営が行われますよう

精いっぱい努めてまいりたいと思っておりま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 また、委員各位並びに執行部の皆様方の御

協力をよろしくお願い申し上げ、簡単でござ

いますが、御挨拶とさせていただきます。 

 

○橋口海平委員長 執行部の紹介につきまし

ては、お手元の関係部課職員名簿に代えさせ

ていただきます。 

 なお、本日の委員会出席者は、説明資料に

関係する職員のみとしておりますので、お手

元の配席表により御確認ください。 

 次に、執行部を代表して、小原環境生活部

長から挨拶をお願いいたします。 

 

○小原環境生活部長 おはようございます。

委員会の開会に当たりまして、執行部を代表

して御挨拶申し上げます。 

 県議会におかれましては、海の再生及び環

境対策につきまして、今年度も継続して御審

議いただきますことに厚く御礼申し上げま

す。引き続き御指導よろしくお願い申し上げ

ます。 

 それでは、各項目の概要について御説明い

たします。 

 まず、有明海・八代海の環境の保全、改善

及び水産資源の回復等による漁業の振興に関

する件につきましては、県議会からいただい

た提言と、特別措置法に基づき策定した県計

画に沿って、川上から川下、そして、海に至

る総合的な対策に取り組んでまいりました。 

 八代海における赤潮被害は３年連続となっ

ておりまして、特に被害額については、令和

４年の約20億円に続き、昨年も、シャットネ

ラ、コックロディニウム、カレニアという３

種の赤潮により、約15億円の被害額となるな
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ど、養殖魚に甚大な被害をもたらしておりま

す。 

 県では、被災した漁業者の経営継続のため

の支援や持続可能な養殖業の構築に向けて取

り組んでいるところです。 

 今年も、５月末からシャットネラをはじめ

４種類の赤潮警報を発出しており、養殖魚の

へい死も確認されております。 

 県としましては、水産関係危機管理対策本

部を設置し、関係者と連携しながら対策を行

っております。引き続き危機感を持って対応

してまいります。 

 次に、2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼロに向

けた取組に関する件につきましては、昨年は

観測史上最高の世界平均気温が記録されまし

た。また、令和２年７月豪雨をはじめ様々な

災害が発生するなど、地球規模で温暖化の影

響が生じており、ゼロカーボンの取組の推進

が急務となっています。 

 熊本の住みよい自然と環境を、未来を担う

子供たちにしっかりと残していけるよう、第

六次環境基本計画において定めている、2030

年度に温室効果ガスを50％削減するという目

標に向かい、省エネルギーの推進やエネルギ

ーシフトなど、引き続きしっかりと取り組ん

でまいります。 

 ３つ目の再生可能エネルギーの導入促進に

関する件につきましては、世界的な脱炭素化

の流れの中、国において、主力電源として最

優先で再エネ導入拡大に取り組むとされてい

ます。 

 本県においても、令和２年策定の第２次総

合エネルギー計画において、2030年度の再エ

ネ発電量の割合を50％とする目標を掲げ、国

の脱炭素先行地域に選定された阿蘇くまもと

空港周辺地域ＲＥ100産業エリアの創造など

に取り組んでいるところです。 

 また、ＪＡＳＭが再エネ100％での運営を

表明するなど、再エネ導入の機運が高まって

います。 

 一方で、再エネ施設の設置により、環境、

景観などに係るトラブルも発生している場合

がございます。そのため、再エネ施設に適す

る地域への誘導を図ることを目的に、市町村

における再エネ促進区域の設定を支援するな

ど、地域共生型の再エネ導入を進めていると

ころです。再エネの最大限の導入と環境・景

観保全の両立に向けて、本委員会での御意見

も踏まえ、しっかりと取り組んでまいりま

す。 

 本日は、これまでの経緯や現状と課題、そ

して今年度の取組などについて、この後、関

係課長が御説明申し上げますので、御審議の

ほど、よろしくお願いいたします。 

 

○橋口海平委員長 次に、議事に入ります前

に、今年度の審議予定について御説明いたし

ます。 

 お手元にお配りしている令和６年度審議予

定を御覧ください。 

 年度当初の本日と来年２月の委員会では―

―申し訳ありません。資料の不備がありまし

たので、終わってから御説明させていただき

ます。 

 口頭で御説明させていただきますが、年度

当初の本日と来年２月の委員会では、有明

海・八代海再生、ゼロカーボン及び再エネの

３つの付託調査事件について審議することと

いたします。そして、９月には有明海・八代

海再生を、12月にはゼロカーボンと再エネを

中心に審議したいと思っております。 

 それでは、お手元に配付の委員会次第に従

い、付託調査事件を審議させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 議題１、有明海・八代海の環境の保全、改

善及び水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について、執行部から説明を受け、

その後、質疑を行いたいと思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明者は着座にて、説
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明は簡潔にお願いいたします。 

 では、資料に沿って説明をお願いいたしま

す。 

 有明海・八代海の環境の保全、改善及び水

産資源の回復等による漁業の振興に関する

件。 

 まず、有明海・八代海の環境の保全、改善

及び水産資源の回復等による漁業の振興につ

いて説明をお願いします。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 説明資料の１、有明海・八代海の環境の保

全、改善及び水産資源の回復等による漁業の

振興に関する件について説明いたします。 

 まず、再生に係る現状等につきまして、２

ページをお願いいたします。 

 １、これまでの経緯等でございます。 

 (1)有明海及び八代海を再生するための特

別措置に関する法律は、平成12年度の赤潮に

よる魚類やノリの養殖への被害を契機に、平

成14年11月に制定されました。 

 (2)国の有明海・八代海等総合調査評価委

員会は、有明海・八代海の再生に係る評価を

行い、主務大臣等に意見を述べることを目的

として、平成15年に設置されました。 

 評価委員会のこれまでの報告状況ですが、

平成18年と29年に報告が出ておりますが、抜

本的な方策の提示には至っておりません。現

在、令和８年度報告に向け、評価委員会で審

議されております。 

 １つ飛びまして、(4)県議会の有明海・八

代海等の再生に係る提言ですが、平成15年６

月県議会において有明海・八代海再生特別委

員会が設置され、平成16年２月議会で提言を

まとめていただきました。さらに、令和２年

２月議会で、平成28年の委員会報告やこれま

での県の取組状況及び新たな課題を踏まえ、

提言の見直しをしていただきました。そして

３ページに記載のとおり、提言に沿った県の

取組を行っており、後ほど各取組について説

明させていただきます。 

 ページ飛びまして、５ページをお願いいた

します。 

 時間の都合上、３の有明海・八代海等の水

質の状況について、環境保全課分もまとめて

報告させていただきます。 

 まず、環境基準の達成状況でございます。 

 下線を引いておりますが、海の汚濁の指標

であるＣＯＤ及び富栄養化の指標でもありま

す全窒素、全燐ともに、近年変動はございま

すが、ほぼ横ばいで推移している状況です。 

 推移の状況は、６ページのグラフを御覧く

ださい。 

 右からＣＯＤ、全窒素、全燐でございます

が、いずれも大きな変動はございません。 

 (3)の有明海・八代海への汚濁物質の流入

削減対策でございますが、引き続き、関係機

関と連携して工場排水対策等、適切な排水規

制に取り組んでまいります。 

 水質の状況は以上でございます。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課です。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ４、有明海・八代海の漁業生産の状況につ

いてです。 

 まず、①の漁業の状況、いわゆる獲る漁業

ですが、上段左側のグラフは魚類、右側はア

サリの漁獲量の推移で、黒丸が有明海、白丸

が八代海となります。 

 また、下段のグラフは、魚類とアサリの県

内の漁獲金額の推移です。 

 まず、魚類の漁獲量ですが、有明海は減少

傾向にあり、令和４年は969トンで、八代海

は有明海と比べ変動が大きく、令和４年は

4,456トンとなっております。 

 次に、アサリの漁獲量ですが、資源の回復

に向けた取組を進めており、令和５年は、水

産振興課調べで有明海89トン、八代海は40ト

ンとなっております。 
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 次のページ、８ページをお願いいたしま

す。 

 ②養殖漁業の状況です。 

 上段のグラフは、ノリ養殖の生産枚数及び

生産金額の推移で、左が有明海、右が八代海

です。 

 有明海の令和５年漁期は、漁期を通じてノ

リの生産遅れ等が発生した結果、生産枚数は

約８億4,000万枚と伸びませんでしたが、全

国的なノリ不足により単価が高かったことか

ら生産金額は過去最高となる183億円となり

ました。 

 一方、八代海では１経営体が営まれており

ますが、令和５年度は、色落ち等による生育

不良により生産がありませんでした。 

 下段のグラフは、ブリ類とマダイの生産量

及び生産金額の推移で、左側がブリ類、右側

がマダイです。 

 ブリの生産量は、令和３年に養殖に用いる

稚魚が全国的に不漁だった影響を受け、令和

４年は3,868トンとなりました。 

 一方、マダイの令和４年の生産量は１万

141トンで、近年、8,000から１万トンで推移

し、比較的安定した生産が行われておりま

す。 

 水産振興課は以上です。 

 

○弓削下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 資料の10ページをお願いします。 

 提言項目、海域環境への負荷の削減に係る

施策、①生活排水処理施設の整備促進と適切

な維持管理について御説明いたします。 

 まず、１、現状・課題等ですが、令和８年

度末の汚水処理人口普及率を93％に高めるこ

とを目標に、地域特性に適した生活排水処理

施設の整備に取り組んでおります。 

 また、下水道・集落排水施設への接続や浄

化槽の適切な維持管理について、市町村や関

係機関と協力し、普及啓発活動に取り組んで

おります。 

 ２、取組の方向性については、人口減少な

どの社会情勢の変化を踏まえ、未普及対策や

施設の老朽化に伴う計画的な改築、更新及び

広域化、共同化など、効率的な運営管理に取

り組んでまいります。 

 また、施設の汚濁負荷削減効果を発揮させ

るため、下水道・集落排水施設への接続、浄

化槽の適切な維持管理に係る普及啓発活動に

引き続き取り組んでまいります。 

 11ページをお願いします。 

 ３、令和５年度の主な取組実績及び令和６

年度の取組予定について、まず、令和５年度

の取組について、主なものを説明いたしま

す。 

 ①合併処理浄化槽への転換事業及び市町村

が設置する公共浄化槽事業を実施した39の市

町村に対して補助を行っております。②流域

下水処理場などの汚水処理施設では、施設の

管理を最適化するストックマネジメント計画

に基づき、改築・更新や耐震・耐水対策工事

を実施しております。③下水道等への接続助

成や、④生活排水対策に関する啓発活動も取

り組んでおります。 

 令和６年度の取組予定につきましては、①

～④について、引き続き取り組んでいくこと

により、海域環境への負荷の削減に努めてま

いります。 

 下水環境課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 12ページをお願いします。 

 普及啓発活動の展開です。 

 １の現状・課題等ですが、きれいな川や海

を次世代へ継承していくため、県内一斉清掃

活動や環境出前講座等の普及啓発活動を行っ

ております。 

 県内一斉清掃活動は、コロナ禍で実施する

市町村や参加者数ともに減少しておりました
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が、昨年はコロナ前の水準まで回復しており

ます。 

 ２の取組の方向性としましては、水を守る

県民運動につながっていくよう市町村等への

働きかけを行いますとともに、環境出前講座

などの普及啓発等を市町村等と連携して推進

してまいります。 

 13ページをお願いいたします。 

 令和５年度の主な取組実績と令和６年度の

取組予定でございます。 

 ①の河川や海岸の一斉清掃活動につきまし

ては、昨年度に引き続き県内各地で清掃活動

を実施してまいります。なお、今年度につき

ましては、７月21日を統一行動日としまし

て、芦北町の御立岬海水浴場をメイン会場と

して行うこととしております。 

 ②の小中学生等を対象とした環境出前講

座、今年度は、地元の事例を取り入れるなど

授業内容の充実を図りまして、子供たちの理

解が深まるよう取り組んでまいります。 

 環境立県推進課は以上でございます。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 14ページをお願いします。 

 提言項目、(1)海域環境への負荷の削減、

③適切な排水指導について御説明します。 

 まず、１の現状・課題等でございますが、

工場、事業場からの排水について、法より厳

しい排水基準を条例で定め、水質汚濁の防止

を図っております。また、工場、事業場への

計画的な立入検査による適正な排水指導を行

っております。 

 次に、２の取組の方向性でございますが、

海域の環境基準達成に向けて、事業場等への

立入検査や指導等により汚濁負荷低減に努め

るとともに、有明海・八代海等再生推進協議

会で、他の沿岸県と協議、情報を共有しなが

ら、汚濁低減の継続に向けて調整を図りま

す。 

 15ページをお願いします。 

 ３の令和５年度の主な取組実績及び令和６

年度の取組予定でございますが、・排水規制

対象事業場に対する計画的な立入検査とし

て、令和５年度は、延べ458事業場に立入検

査等を実施し、排水基準を超過した７事業場

に改善指導を行いました。 

 令和６年度も、引き続き事業場へ立入り等

を実施し、公共用水域へ排出される排水の汚

濁低減を図ります。 

 次に、②海域における水質状況調査の実施

ですが、令和６年度も、引き続き、水質測定

計画に基づき、健康項目、生活環境項目、そ

の他項目について、海域における水質調査を

実施してまいります。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○上村農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 16ページをお願いします。 

 農薬・化学肥料の使用量の削減についてで

ございます。 

 １の現状・課題ですが、これまで環境保全

型農業に取り組み、化学農薬と化学肥料の削

減を図るくまもとグリーン農業を推進してま

いった結果、平成16年度の使用量と比較しま

すと、化学肥料は約54％削減、化学農薬は42

％削減となっております。 

 ２の取組の方向性としまして、地下水と土

を育む農業推進条例に係る推進計画ととも

に、令和４年度策定しました熊本県みどりの

食料システム基本計画に沿って、取組の拡大

とレベル向上を図ってまいります。 

 次のページをお願いします。 

 ３の令和５年度の主な取組と令和６年度の

取組予定でございますが、①のグリーン農業

の生産拡大と取組の高度化としましては、市

町村等と連携しまして、農薬、化学肥料を削

減した取組の拡大を進めてまいります。 

 ②の環境にやさしい農業の普及定着促進と
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しましては、害虫を捕食する天敵の利用やペ

ースト状の肥料を用いました水稲の減肥栽培

など実証展示圃場を設置し、技術の普及を図

ってまいります。 

 ③のグリーン農業の取組効果の見える化と

しましては、県内大学と連携した調査研究を

実施しておりまして、いずれも継続的に取り

組んでおります。 

 農業技術課は以上でございます。 

 

○安武畜産課長 畜産課でございます。 

 18ページをお願いします 

 ⑤家畜排せつ物の適正管理の継続でござい

ます。 

 １、現状・課題等ですが、近年、規模拡大

の進展により、家畜排せつ物の適正な管理が

より重要となっております。このため、家畜

排せつ物法に基づいて処理の状況の把握とと

もに、各経営体に合わせた指導を実施してい

ます。 

 ２、取組の方向性ですが、家畜排せつ物の

適正管理の継続、堆肥舎等の維持管理、適正

運用の継続、施設整備などの経営形態に応じ

た対応を進めてまいります。 

 19ページ、令和５年度、主な取組実績及び

令和６年度の取組予定でございますが、①家

畜排せつ物の処理状況の把握、技術指導及び

理解醸成活動では、家畜排せつ物の適正管理

に向けた調査、浄化槽処理施設の処理水の分

析や分析結果に基づく技術指導を実施しまし

た。 

 また、11月を畜産環境月間と位置づけ、農

家の巡回指導や農業情報誌を利用した意識啓

発等を行いました。 

 ②良質な堆肥生産及び耕畜連携に資する家

畜排せつ物処理施設、機械整備では、良質堆

肥生産のため、堆肥化施設や切り返し機の整

備を支援しております。 

 令和６年度も、引き続き、関係機関と連携

し、農家への助成、指導、意識啓発などを行

い、家畜排せつ物の適正な管理を推進してま

いります。 

 20ページをお願いします。 

 ⑥耕畜連携による堆肥の広域流通でござい

ます。 

 １、現状・課題等ですが、枠囲み４行目、

堆肥の利用を推進するためには、良質堆肥生

産技術の向上や、耕種農家と畜産農家のマッ

チングが重要です。また、堆肥保管庫等の整

備も必要でございます。 

 取組の方向性といたしましては、耕種農家

との連携や情報交換の促進、堆肥製造技術の

向上、畜産地帯から耕種地帯への堆肥のさら

なる流通及び耕種農家による利用の促進を進

めてまいります。 

 21ページ、令和５年度、主な取組実績及び

令和６年度の取組予定でございますが、県、

農業団体を構成メンバーとする熊本県耕畜連

携推進協議会を核に、②堆肥共励会の開催、

③堆肥利用への理解醸成活動等といたしまし

て、農業フェアでの堆肥サンプルの配布、堆

肥需給マッチングサイト「くまもと堆肥ネッ

ト」の紹介等を実施しました。 

 令和６年度も、引き続き、堆肥共励会の開

催や堆肥利用への理解醸成活動とともに、良

質堆肥の生産、耕畜連携に資する施設、機械

の整備を支援し、堆肥の広域流通を進めてま

いります。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○森野水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 22ページをお願いします。 

 ⑦養殖場から排出される負荷の削減につい

てです。 

 １の現状・課題等ですが、魚類養殖場から

の負荷の削減については、全ての漁場で漁場

改善計画を策定し、漁場環境の維持、改善の

取組を推進するほか、窒素や燐を栄養塩とし

て吸収するヒトエグサやヒジキなどの増殖技



第７回 熊本県議会 海の再生環境対策特別委員会会議記録(令和６年６月28日) 

 - 8 - 

術の開発や、底質調査などの地元漁協の漁場

改善計画の着実な実施に向けた支援、養殖業

者への養殖魚の適正な給餌など、養殖管理の

徹底等を指導しております。 

 ２の取組の方向性についてですが、引き続

き、海藻類の増養殖技術の開発や普及に取り

組むとともに、漁協の漁場改善計画の着実な

実施に向け指導してまいります。 

 下のページ、３の令和５年度の主な取組実

績及び令和６年度の取組予定ですが、①のヒ

トエグサ養殖については、人工採苗網のコス

ト削減に向けた試験や優良品種の開発に取り

組んでおり、令和５年度は、人工採苗網257

枚を県内の４地区６業者に配付しておりま

す。 

 ②の漁場改善計画の実施においては、地元

漁協に対し、養殖場の底質調査の結果に基づ

き、漁場環境の維持、改善が図られるよう指

導を行うとともに、③の適正な給餌管理につ

いて、養殖業者に対し指導して行っており、

令和６年度も、引き続き、漁場環境の維持、

改善に向け取り組んでまいります。 

 水産研究センターは以上です。 

 

○宮脇森林整備課長 森林整備課です。 

 24ページをお願いします。 

 ⑧森林整備の着実な推進についてです。 

 １の現状・課題等ですが、森林の有する多

面的機能の持続的発揮に向け、植栽、間伐等

の森林整備の推進が必要であり、併せて、県

民参加による森づくり活動を通じた県民の理

解醸成が重要となっています。 

 ２の取組の方向性ですが、各種補助事業を

活用して森林所有者等への支援を強化すると

ともに、森林ボランティアや企業等が実施す

る活動への支援等を推進することとしていま

す。 

 下の25ページをお願いします。 

 ３の令和５年度の主な取組実績及び令和６

年度の取組予定ですが、①の森林所有者等が

行う植栽、間伐等への助成について、令和５

年度は、国庫補助の森林環境保全整備事業や

県の水とみどりの森づくり税、さらには森林

環境譲与税を活用し、植栽を約1,000ヘクタ

ール、間伐を約2,700ヘクタール実施しまし

た。 

 令和６年度は、再造林対策の強化をはじめ

とした森林整備への助成等を引き続き実施し

てまいります。 

 ②のボランティア、企業等による森づくり

活動への支援等については、令和５年度は、

水とみどりの森づくり税を活用した県民の未

来につなぐ森づくり事業や漁民の森づくり事

業により、森づくり活動に対する助成を延べ

36団体に、また、市町村等の森林公園整備等

に対する助成を17団体に実施しました。 

 令和６年度も、同様の助成を引き続き実施

してまいります。 

 森林整備課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 26ページをお願いします。 

 抜本的な干潟等再生方策の検討のうち、有

明海についてでございます。 

 １の現状・課題等ですが、干潟漁場では、

覆砂等による底質改善に取り組んでおります

が、抜本的な対策には高度な知見と膨大な経

費が必要でございまして、国の主体的な取組

を求めているところでございます。しかしな

がら、国でも、いまだ具体的な再生方策は見

いだせておらず、令和４年３月に公表された

国の評価委員会の中間取りまとめにおきまし

ても、多くの項目で、さらなる調査研究が必

要とされました。 

 ２の取組の方向性ですが、国に対し、１番

目の黒丸の泥土除去等の抜本的な底質改善策

や、２番目の黒丸、大規模な海底耕うん等の

実証事業の実施を求めてまいります。 

 右の表を御覧ください。 
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 国の平成28年度評価委員会報告に示された

再生方策でございます。 

 黄色のマーカーで囲んでおります部分に底

質改善の実施、河川からの土砂流入量の把

握、適切な土砂管理、ダム堆砂、河道掘削、

土砂の海域への還元の検討等と国も整理して

おります。まさにこれらを実施するよう国に

強く求めていく必要がございます。 

 27ページをお願いいたします。 

 令和５年度の主な取組実績と令和６年度の

取組予定でございます。 

 ①は、県の調査結果を国の総合調査評価委

員会の議論に反映させ、国に対し、次回報告

書で底質改善に向けた対策を示してもらうよ

う、政府要望などの場を活用して泥土除去及

びその処分方法の確立など、抜本的な対策を

要望しました。 

 令和６年度も、国の後押しとなるよう、県

で実施した成果等を生かしながら国に要望を

してまいります。 

 ②は、上流から干潟への砂供給による底質

改善効果の実証事業を大学、漁協等と連携し

て行っておりまして、令和６年度は、緑川漁

協の御理解の下、河川の砂礫を設置した干潟

をモニタリングし、その結果等を踏まえまし

て、干潟の維持に不可欠な砂礫の供給につい

て、国等との協議を推進したいと考えており

ます。 

 28ページをお願いいたします。 

 抜本的な干潟等再生方策の検討のうち、八

代海湾奥部についてでございます。 

 １の現状・課題等ですが、八代海湾奥部

は、29ページになりますが、そちらの右の図

のとおり、不知火干拓が海域に突き出した特

殊な地形から土砂堆積が進行しておりまし

て、地元では、水害のリスクが高くなってお

ります。このため、地元からは、高潮対策や

排水機場の機能強化、河道掘削等を県に対し

て要望されておりまして、国に対しては、将

来の土砂堆積影響調査等の実施を要望されて

おります。 

 県としましては、防災関係、樋門からの自

然排水、水産振興、土砂堆積メカニズムにつ

いて整理した現状と課題対応案を踏まえまし

て、地元の市町や国と連携して取り組む必要

がございます。 

 次に、２の取組の方向性ですが、防災対策

は、宇城市など事業主体と連携し、水害リス

クの軽減に向けた取組を実施するとともに、

地元と連携しまして、国に対し、影響調査等

の実施を要望します。 

 また、先ほども述べましたとおり、防災関

係、樋門からの自然排水、水産振興、土砂堆

積メカニズムなどの県で整理しました現状と

課題対応案を踏まえまして、地元と関係部局

が連携して対応してまいります。 

 国に対しても、関係省庁が主体的に対策を

検討するとともに、連携して取組を要望して

まいります。 

 29ページをお願いします。 

 令和５年度の主な取組実績と令和６年度の

取組予定です。 

 ここでは、水害リスクの軽減に向けた取組

を進めております。 

 左上の黄色枠の海岸堤防整備は、高潮対策

が完了しまして、現在、老朽化対策に取り組

んでおります。その下の黒枠の漁港整備は、

高潮対策や防潮水門の改修は完了しておりま

す。その下の水色の河川事業は、引き続き、

町なかの河川改修に取り組み、流下能力向上

のための河川掘削にも取り組みます。28ペー

ジの下の写真が河川掘削の実績になります。 

 また、河川改修による流下能力向上に合わ

せまして、緑色の枠囲みのところでございま

すが、宇城市がポンプ場を整備し、内水対策

を行っております。 

 右の図の緑の②の場所は、旧不知火町役場

の横になります。また、緑の③は、河川改修

による拡幅に連携して整備する場所となりま

す。また、図の下の赤枠の排水機場は、今後
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県営事業の機能を強化しまして、国営で２基

新設されます。28ページの上の写真は、フラ

ッシングで流路を確保している状況でござい

ます。 

 環境立県推進課は以上でございます。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 アサリ等の水産資源回復等による漁業の振

興の①干潟等の漁場環境改善のための事業の

充実の有明海につきまして、まず、現状・課

題といたしまして、頻発する豪雨災害等によ

る水産資源の生息環境の悪化や食害生物の増

加等が挙げられます。干潟域では、覆砂等に

よる底質改善の効果が見られますが、食害等

への取組が必要でございます。浅海域でも、

食害等に対する藻場の保全、拡充が必要な状

況です。 

 写真右の上段の表は、アサリ生息密度、海

藻量調査の結果でございます。いずれも、覆

砂、造成藻場の効果が確認されています。 

 ２の取組の方向性についてですが、干潟域

では覆砂等、浅海域では藻場の造成を実施す

るとともに、漁業者等による食害生物の駆除

などの取組を支援してまいります。 

 31ページは、５年度の実績と６年度の予定

になります。 

 ①の干潟域では、５年度は、熊本市及び宇

土市において覆砂を実施してございます。６

年度も、荒尾市、玉名市及び熊本市で実施す

る予定です。 

 ②の浅海域では、５年度は天草市、苓北町

で、６年度は苓北町で海藻繁茂調査を実施す

ることとしてございます。 

 ③は、漁業者等の取組への支援です。 

 ５年度に続き６年度も、漁業者による干潟

や藻場の保全への取組を支援する予定でござ

います。 

 32ページをお願いいたします。 

 八代海についてでございます。 

 現状・課題として、有明海と同様、水産資

源の生息環境が悪化していることが挙げられ

ます。写真右の表は、アサリ生息密度調査の

結果でございます。有明海同様、覆砂の効果

が確認されてございます。 

 ２の取組の方向性につきましても、有明海

と同様、覆砂や藻場造成等の漁場の整備、ま

た、漁業者等による漁場保全の取組を支援し

てまいります。 

 33ページは、５年度の実績と６年度の予定

でございます。 

 ①の干潟域では、５年度に続き６年度も、

氷川町、八代市でアサリの生息密度調査を実

施いたします。 

 ②の浅海域では、５年度は、八代市、芦北

町、津奈木町、水俣市及び天草市で藻場造成

を実施いたしました。６年度は、芦北町、天

草市で実施いたします。 

 ③の漁業者等の取組の支援につきまして

も、有明海と同様、干潟や藻場の保全を支援

してまいります。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 34ページをお願いします。 

 (3)アサリ等の水産資源回復等による漁業

の振興の③栽培漁業及び資源管理型漁業の推

進（有明海）です。 

 １の現状・課題ですが、有明海の主要な水

産資源については、有明海沿岸４県、国が協

調し、漁場環境の改善や増殖技術の開発、漁

獲サイズ等の制限など、資源管理の取組を推

進しています。特にアサリについては、稚貝

を保護する袋網や被覆網の設置など、資源回

復の取組を進めています。こうした取組によ

り袋網には多くの稚貝が発生し、保護対策を

行った漁場では多くの稚貝の生残が確認され

ています。 
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 また、熊本県産あさりを守り育てる条例に

基づき、アサリ資源の保護回復に向けた集中

的な取組を推進しています。 

 ２の取組の方向性ですが、引き続き、アサ

リをはじめ水産資源の早期回復に向けた取組

を進めるとともに、クルマエビ等の計画的な

共同放流による栽培漁業を推進することとし

ています。 

 下のページ、３、令和５年度の主な取組実

績、令和６年度の取組予定ですが、①の資源

管理型漁業の推進につきましては、漁業者に

よる資源管理計画の実践を推進しています。 

 ②のアサリ資源の早期回復につきまして

は、各漁場で効果が見られる稚貝の着底促進

や保護の取組などを推進しています。 

 ③、④の共同放流につきましては、計画的

にマダイ、ヒラメ等の共同放流を推進すると

ともに、効果的な放流技術の開発に取り組ん

でいます。 

 ⑤の新たな資源管理につきましては、持続

的な漁獲につながるよう、資源評価に基づき

漁獲量を管理するなど、資源管理型漁業の取

組を推進しています。 

 ⑥の熊本県産あさりを守り育てる条例に基

づくアサリ資源回復の取組につきましては、

被覆網等による保護対策など、各漁場の特性

に応じた対策を集中的に推進してまいりま

す。 

 36ページをお願いいたします。 

 ④栽培漁業及び資源管理型漁業の推進（八

代海）です。 

 １の現状・課題につきましては、八代海で

は、マダイ、ヒラメ、ガザミなどの計画的な

共同放流による栽培漁業を推進しています。

特に、クルマエビや八代海特産のアシアカエ

ビの資源増大を図るため、関係市町と連携し

た共同放流体制の整備を進めています。 

 また、アサリにつきましては、資源回復に

向け、漁場環境の改善や母貝団地の造成など

の取組を推進した結果もあり、今年、漁獲対

象となるアサリが多く確認され、１月から漁

獲されています。 

 ２の取組の方向性としましては、種苗放流

による栽培漁業や資源管理型漁業の一層の推

進を図るとともに、アサリ資源の早期回復に

向けた取組を進めてまいります。 

 下のページ、令和５年度の主な取組実績及

び令和６年度の取組予定ですが、①、②の共

同放流につきましては、マダイ、ヒラメ、エ

ビ類などの計画的な種苗放流や放流技術の開

発に取り組んでいます。 

 ④、⑤のアサリ資源回復の取組につきまし

ては、母貝団地の形成のための被覆網等によ

る稚貝の保護対策などの取組を推進してまい

ります。 

 38ページをお願いいたします。 

 ⑤持続的養殖漁業の推進(有明海)です。 

 １の現状・課題等についてですが、ノリ養

殖におきましては、近年、高水温や病害に対

し、海域環境の変化にも対応しました養殖ス

ケジュールの推進や酸処理剤の適正使用、高

水温に強い優良品種等の開発に取り組んでい

ます。 

 令和５年漁期は、ノリと栄養塩を競合する

珪藻類が増加したことや降水量が少なかった

ため、栄養塩が低い値で推移し、色落ちやノ

リの生育遅れ等が発生した結果、生産枚数は

約８億4,000万枚と伸びませんでしたが、全

国的なノリ不足により単価が高騰したこと

で、生産金額は過去最高となる約183億円と

なりました。 

 ２の取組の方向性ですが、引き続き、漁場

環境の変化に対応した養殖スケジュールの定

着のほか、ノリの安定生産に向けた取組を推

進してまいります。 

 下のページ、令和５年度の主な取組実績、

令和６年度の取組予定ですが、①、②のノリ

養殖スケジュールや養殖管理につきまして

は、県漁連と養殖状況等の調査を行い、漁場

環境や生息状況に応じた養殖管理の取組を推
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進するとともに、ノリの酸処理剤の適正な使

用を推進しています。 

 ③のノリの優良品種の開発につきまして

は、高水温に強い品種の養殖試験を行うな

ど、優良品種の作出試験を進めています。 

 ④のマガキの養殖につきましては、天然採

苗の技術開発や生産者への養殖技術の指導を

行うなど、安定した養殖生産に向けた取組を

進めてまいります。 

 40ページをお願いいたします。 

 ⑥持続的養殖漁業の推進(八代海)です。 

 １の現状・課題等についてですが、魚類養

殖につきましては、持続的な養殖業を推進す

るため、漁場環境に配慮した養殖を推進する

とともに、赤潮被害の防止対策や巡回指導に

よる疾病対策に取り組んでいます。夏場の赤

潮被害の最小化に向けて、漁業者や関係機関

による赤潮情報ネットワーク体制を充実し、

早期発見や発生抑制対策に取り組んでいると

ころです。 

 なお、昨年も、カレニアなど３種類の有害

赤潮により、令和４年に続き、養殖魚介類に

被害が発生し、被害額は約15億4,000万円と

なりました。また、新たな養殖種類として、

ヒトエグサやマガキの養殖技術の開発に取り

組んでいます。 

  下のページ２の取組の方向性ですが、漁場

改善計画の着実な実施や赤潮被害の最小化に

取り組むとともに、新たな養殖技術開発の取

組を進めてまいります。 

 ３、令和５年度の主な取組実績及び令和６

年度の取組予定ですが、①の漁場改善計画に

つきましては、漁場環境の維持、改善が図ら

れるよう、計画の着実な実践に取り組みま

す。 

 ②の水産用医薬品の適正使用及び疾病対策

の巡回指導を通じて、安全、安心な養殖生産

に取り組みます。 

 42ページをお願いいたします。 

 ③の昨年の赤潮被害に対しましては、中間

魚の導入や養殖漁場の環境変化など、養殖業

者の早期事業再開に向けた取組を支援してい

ます。また、赤潮情報ネットワーク体制を充

実し、早期発見、早期対応による被害の最小

化に努めるとともに、国や大学等と連携し、

赤潮の発生抑制や被害低減の技術開発の取組

を進めてまいります。 

 ④のマガキや海藻類の養殖につきまして

は、マガキや熊本オイスターの種苗生産体制

の整備に取り組むとともに、安定生産に向け

た生産者への養殖技術の指導に取り組んでま

いります。 

 下のページ、有害赤潮への対策及び現在の

状況についてですが、有害赤潮への対策です

が、赤潮の早期発見に向けた取組として、赤

潮モニタリングの充実や、合計９台の自動観

測機器による水温、塩分などの水質情報をリ

アルタイムで養殖業者等へ公表する体制を整

備しています。また、赤潮被害を軽減する取

組として、赤潮発生時にも給餌可能な餌の現

地試験や、有害プランクトンと競合する珪藻

類プランクトンの増殖による有害種の抑制効

果試験などを行います。 

 ２、現在の状況ですが、本県海域におきま

しては、シャットネラなど４種類による赤潮

警報を発令中です。６月19日には、八代海の

鹿児島県海域で有害赤潮により漁業被害が発

生しました。６月21日には、本県海域におい

ても漁業被害が発生するおそれがあることか

ら、水産関係危機管理対策本部を設置し、警

戒態勢を強化した中で、６月22日に、天草市

から、有害赤潮により養殖魚がへい死したと

の報告があり、これまでに、シマアジ、カン

パチ合計6,330尾がへい死し、被害金額が

1,533万円となっております。引き続き、漁

協や漁業者、市町、国等の関係機関と連携し

て、赤潮被害の軽減を図ってまいります。 

  水産振興課は以上です。 

 

○森野水産研究センター所長 水産研究セン
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ターでございます。 

 44ページをお願いします。 

 (4)再生に向けた調査研究の充実について

です。 

 １の現状・課題等ですが、有明海・八代海

の再生に向けた調査研究の充実を図るため、

国や大学等の研究機関と連携して実施してお

り、海況観測やノリ養殖漁場の栄養塩調査、

アサリ等の生息状況調査を実施しています。 

 また、赤潮の被害軽減に向けては、赤潮の

早期発見や情報発信を行い、餌止め等の対策

を支援するとともに、赤潮の発生予察技術の

開発等に取り組んでおります。さらに、調査

研究体制の充実を図るため、国や大学等との

共同研究や情報ネットワークの構築に取り組

んでいます。 

 ２の取組の方向性としては、国や大学等と

連携し、有明海・八代海の海況調査や赤潮被

害の軽減対策に取り組むとともに、アサリや

ノリ養殖の安定生産に向けた調査研究に取り

組んでまいります。 

 下のページ、３の令和５年度の主な取組実

績及び令和６年度の取組予定ですが、①のア

サリ等の二枚貝については、漁場での分布状

況を調査するとともに、浮遊幼生の発生状況

等を把握し、資源管理の取組を推進していま

す。 

 ②の赤潮被害軽減に向けては、赤潮調査結

果の迅速な情報共有体制を構築し、餌止めな

どの対策を支援しています。 

 また、③の調査研究の推進においては、国

や大学等と連携し、八代海のタチウオ資源の

移動生態の解明や有害赤潮プランクトンと競

合する珪藻を活用するなど、赤潮被害の抑制

技術の開発に取り組んでまいります。 

 水産研究センターは以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 資料の46ページをお願いいたします。 

 漁業と栄養塩の関係につきまして、令和６

年１月に、兵庫県の取組を水産振興課、水産

研究センター、下水環境課、環境保全課と視

察を行いました。 

 １の兵庫県における栄養塩管理に係る視察

結果に概要をまとめておりますが、兵庫県内

の瀬戸内海では、全窒素濃度及び全燐濃度

は、高度経済成長期から大幅に改善しており

まして、全ての水域において100％環境基準

を達成しております。その一方で、兵庫県で

は、1990年代の後半から養殖ノリの色落ちが

顕著化するとともに、イカナゴ等の漁獲量が

減少しております。 

 右下のグラフでございますが、兵庫県にお

ける漁獲量と窒素供給量の年数比でございま

す。黄緑色の棒グラフが窒素供給量を表し、

赤の折れ線グラフが漁獲量を表しておりま

す。窒素供給量の減少に連動するように漁獲

量も減少しております。 

 このような背景から、瀬戸内海環境保全特

別措置法が平成27年度、令和３年の２回にわ

たり改正されておりまして、瀬戸内海を豊か

な海にという理念と、関係府県知事が栄養塩

類を管理できる制度、栄養塩類管理制度が創

設をされております。 

 47ページになりますが、兵庫県では、2000

年頃の豊かできれいな海を目指し、県で定め

た栄養塩管理計画に基づき、季別運転等の取

組を行うとともに、今後、水質の目標値の達

成状況について評価、検証を行うこととされ

ております。 

 中ほどの図を御覧いただきたいと思いま

す。 

 青色の部分が濃ければ濃いほど窒素濃度が

低く、白いところは濃度が逆に高いことを示

しております。左側の1999年の兵庫県の海域

は、ほとんどの海域で窒素の環境基準を達成

しつつ、海域の豊かな生態系を維持するため

に最低限必要な窒素濃度でございます0.2ミ

リグラムを超える白色の海が広がっておりま
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したが、2019年には窒素濃度0.2ミリグラム

以下の青色の海が広がっております。 

 このため、兵庫県は、令和４年10月に、瀬

戸内海で初めてとなります兵庫県栄養塩管理

計画を策定し、窒素濃度0.2ミリグラムを下

回る海域を対象に、栄養塩類の供給量の増加

を目指すこととされています。 

 兵庫県の豊かな海に向けた具体の取組とし

まして、下水処理場の季別運転や漁船による

海底耕うんなどが実施されているところでご

ざいます。 

 今後は、兵庫県の取組を注視し、本県でも

関係部局において課題を整理し、栄養塩と水

産資源の関連性について、専門家の意見も聞

きながら検討を進めてまいります。 

 環境立県推進課は以上でございます。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 上流から下流まで連携した海洋ごみ等対策

の推進の①海洋ごみ対策につきまして、現

状・課題として、近年、豪雨が頻発、激甚化

し、大量の海洋ごみが漂流、漂着し、漁業活

動への影響が生じており、今後も懸念されま

す。 

 ２の取組の方向性につきまして、漁業活動

に支障となる漂流ごみを回収、処分し、白川

の河口域では、流入ごみ対策としてフェンス

を設置いたします。また、海岸の漂着ごみに

ついても、各海岸管理者により回収、処分を

いたします。 

 49ページは、５年度の実績と６年度の予定

になりますが、①の漂流ごみにつきまして

は、５年度は、漂流ごみ等の回収、処分や白

川河口域に漂流物フェンスを設置いたしまし

た。 

 ６年度も、同様に取り組んでいく予定でご

ざいます。 

 ②の海岸の漂着ごみにつきましては、５年

度は、各海岸管理者で回収、処分等を実施い

たしました。 

 ６年度も、関係機関で連携し、回収、処分

に取り組んでまいります。 

 漁港漁場整備課は以上です。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 50ページをお願いします。 

 ②海洋プラスチックごみ対策についてで

す。 

 １、現状と課題につきまして、まず、１つ

目として、海洋プラスチックごみの多くは陸

域から流出したものであり、流れ出る前の効

率的な回収が必要でございます。 

 次に、２つ目ですが、消費者、農業、漁業

由来があり、発生源に応じた流出防止策が必

要です。 

 さらに、３つ目ですが、プラスチック資源

循環促進法の施行があり、市町村での分別回

収、リサイクルの一層の促進も必要です。 

 ２、取組の方向性につきましては、くまも

と海洋プラスチックごみ『ゼロ』推進会議か

らの提言を踏まえ、回収、排出抑制、リサイ

クルの３つを柱に取組を進めることとしてお

ります。 

 下の51ページをお願いします。 

 令和５年度の実績と６年度の取組予定で

す。 

 ①は、陸域、海域での回収強化の取組で

す。 

 市や町における海洋ごみの回収、処分のほ

か、発生抑制の対策を引き続き支援してまい

ります。 

 ②は、排出抑制の取組です。 

 令和５年度は、農業・漁業団体と連携した

啓発事業や緑川下流域周辺での調査を実施す

るとともに、プラスチック代替製品の導入を

促進させるくまもとプラスチックスマート活

動の一つとしてＰＲイベントを開催しまし
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た。 

 令和６年度も、引き続き、関係団体と連携

した啓発活動やプラごみ削減、プラスチック

代替製品の普及啓発等に取り組んでまいりま

す。 

 ③は、分別回収、リサイクル促進の取組で

す。 

 市町村におけるプラスチックごみ分別回収

を支援するとともに、リサイクル製品の認証

やリサイクル等に資する施設整備への支援を

引き続き行ってまいります。 

 次に、52ページをお願いいたします。 

 ③海洋プラスチックごみの実態調査の概要

を御説明します。 

 まず、１、調査の内容ですが、プラスチッ

クごみなどの海洋流出が懸念されるごみにつ

いて、河川周辺を中心に、デジタル技術を活

用した実態調査を行ったものです。 

 ２、調査結果、(1)の調査区域としまして

は、令和４年度に菊池川流域、令和５年度に

緑川流域の調査を行いました。 

 (2)のごみの分布状況としましては、地図

の赤囲いで示したとおり、菊池川では、観光

地等の人口集中地帯等で多くのごみが確認さ

れ、一方、緑川では、河川林での不法投棄が

確認されたところでございます。 

 53ページをお願いします。 

 (3)は、ごみの組成調査結果になります。 

 円グラフ、青色で示しておりますが、プラ

スチックごみの割合が、菊池川では58％、緑

川では84％を占めており、さらに、両河川と

もペットボトルが最多の割合を示しておりま

した。また、菊池川では農業資材など、緑川

では漁具などのごみも見られました。 

 ３、課題としましては、プラスチックご

み、特にペットボトルの排出抑制が必要で

す。さらに、河川林等の不法投棄の防止策、

観光地等の人口集中地区や市街地等における

ポイ捨て防止の意識啓発を行っていくことが

必要と考えられます。 

 次に、54ページをお願いします。 

 ４、今後の取組としまして、これまでも意

識啓発を行ってまいりましたが、今後は、観

光協会とも連携し、観光客にもポイ捨て防止

などの意識啓発を行ってまいります。また、

市町村と連携し、プラスチックごみのリサイ

クル回収をこれまで以上に推進するととも

に、不法投棄対策やごみの回収処理に引き続

き取り組んでまいります。 

 令和６年度は、球磨川流域でプラスチック

ごみの実態調査を同様に実施する予定として

おります。 

 循環社会推進課は以上です。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 55ページをお願いいたします。 

 (6)諫早湾干拓事業に係る対応の・諫早湾

干拓訴訟をめぐる状況についてです。 

 １、２のこれまでの開門をめぐる司法の動

きにつきましては、５年間の排水門の開放を

命じる判決と開門の差止めを命じる、相反す

る司法判断が示される中、昨年３月１日に、

最高裁は開門を求める漁業者側の上告を棄却

し、これにより、これまでの相反する司法判

断が国の主張を認める非開門で統一されてい

ます。 

 また、昨年３月１日の最高裁の判決後、国

におかれましては、関係者が有明海再生の加

速化を図るため合意し、協働して実施する各

種方策を後押しするため、可能な範囲で、関

係者の意見を踏まえつつ、必要な支援を講じ

ていくとの農林水産大臣談話が出されていま

した。 

 今年２月14日に、福岡、佐賀、熊本の３県

漁連、漁協は、農林水産大臣に対し、大臣談

話に賛同する旨の回答を行われています。 

 今年５月12日に農林水産大臣が佐賀県を訪

問された際に、一刻も早い有明海の再生のた

めの支援を加速化できるよう調整を開始し、
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実現に向けて全力で取り組んでいくとの発言

がありました。 

 ３の今後の方向性についてですが、県とし

ましては、県漁連など関係団体や国と連携

し、有明海再生の加速化を図るための必要な

支援が実現するよう取り組んでまいります。 

 水産振興課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 57ページをお願いします。 

 有明海・八代海等の再生に向けた熊本県計

画に関する令和６年度事業になります。 

 予算額は、最下段に記載のとおり、骨格の

当初予算と肉づけの６月補正との合計額で約

212億円となり、これは、昨年度当初予算の

約203億円と比べまして、およそ９億円の増

加となっております。主な要因は、流域下水

道建設事業費の増でございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○橋口海平委員長 以上で執行部からの説明

が終わりました。質疑はありませんか。 

 

○竹﨑和虎委員 御説明ありがとうございま

した。 

 最初、５ページ、また、６ページ、７ペー

ジ、８ページあたりで、水質について、各物

質の経年変化であったり、生産の状況を御説

明いただきました。 

 で、この状況の変化と、43ページなんです

けれども、水質情報を調査しておるというの

がありました。海水温とこの物質の経年変化

であったり、生産量の変化、関係してくるの

かなと思うんですけれども、海水温の変化状

況というのはどこかに載っているんですか。 

 最近海水温が上がってきたとかいうのが先

ほど、高水温に耐えられるような品種をとか

お話があったじゃないですか。海水温の変化

の状況というのが知りたいんですけれども。 

 

○森野水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 この資料には水温の長期的なものは載せて

おりませんけれども、水産研究センターで調

査しております定点調査の平均になります

が、38年間での有明海では0.5度、それから

八代海では0.6度、平均水温でございますけ

れども、上昇しているという状況でございま

す。 

 

○竹﨑和虎委員 その高水温化と関係すると

ころもあるかもしれないので、ぜひ載せてい

ただければと思うし、そことの関係。やっぱ

り海の方と話すと、高くなったから、例えば

ノリの養殖の漁期も短くなったんだよとか、

いろんなお話があっとるもんですから、ぜひ

お願いしたいと思います。 

 それと、河川でも水質調査というか、定点

で取られているんですよね。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 河川の水質についても、うちのほうで調査

しております。水温についてだと思うんです

けれども、それにつきましても、年間の調査

報告書の中で掲載しているところでございま

す。 

 

○竹﨑和虎委員 その河川の水温はどうなん

ですか。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 そうですね、詳細には今覚えていないので

すけれども、海域と同様に徐々に上がってき

ている傾向は見えているかなとは思います。

すみません、申し訳ありません。はっきりし

たところは今覚えておりません。 
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○竹﨑和虎委員 後ほど分かれば教えていた

だきたいと思いますし、海だけで上がってい

るんじゃなくてというところもあるのかなと

思うんですよね。やっぱり全体で取り組んで

いかなきゃいけない事柄とかあると思います

ので、まとまってやっていただければと思い

ます。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○西村尚武委員 おはようございます。 

 40ページから45ページまでの赤潮の件でお

尋ねをしたいと思います。 

 その前に、昨年から、執行部におかれまし

ては、国のほうに陳情等いただきまして御尽

力をいただきました。感謝申し上げたいと思

います。 

 冒頭、部長さんからお話がありました、被

害額が令和４年の約20億円に続きという御挨

拶がありましたが、40ページのグラフを見て

みると、平成22年が15億9,000万、令和４年

が19億6,000万、令和５年が15億4,000万の被

害が出ております。今年は、今のところ、こ

の梅雨の雨のせいか、抑えられているのかな

という気はしておりますが、この流れを見て

おりますと、また本年度も10億を超える被害

のおそれがあるのかなと感じております。 

 そういう中で、43ページ、有害プランクト

ンと競合する珪藻類プランクトンという言葉

を私、初めてこれを聞いたものですから。こ

れは勉強不足なんですけれども、この珪藻類

プランクトンについて、説明をしていただけ

ますか、どういうものか。 

 

○森野水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 この珪藻試験につきましては、赤潮被害の

抑制防止ということで、有害赤潮プランクト

ンの競合関係にありますので、珪藻ですね、

それは海域に添加することで、有害赤潮プラ

ンクトンの増殖を抑えられないかということ

で、今年からになりますけれども、試験を開

始したところでございます。 

 

○西村尚武委員 今までは、今もそうでしょ

うけれども、対策としては赤土ですか。ミョ

ウバンを混ぜたものを散布していたと。ま

た、それに代わるものとして、これは期待で

きるということですかね。 

 

○森野水産研究センター所長 これまでは、

現在もそうなんですけれども、赤潮対策とし

ましては、まず、早期発見して、早く赤潮の

増殖したところを抑えるということで、赤潮

駆除剤、粘土を散布して、現在も速やかな対

策を行っていると。 

 あわせまして、それ以外に、赤潮被害を抑

える技術開発というところで、現在珪藻を使

ったものもありますし、今取り組んでおりま

す。あと、赤潮が発生しますと、魚の活性を

抑えるということで餌止めをしておりました

けれども、餌を与えても死なないような餌に

ついて、国のほうでも今開発をしているとこ

ろございますので、それについて今年から試

験を始めているところでございます。 

 

○西村尚武委員 今年からですね。 

 

○森野水産研究センター所長 はい。 

 

○西村尚武委員 いや、今までなかなか対策

も難しいし、抜本的な対策というか、解決も

できぬのかなという気があって、その中で珪

藻類プランクトンという言葉が出てきたもの

ですから、私にしてみると、少し蛍の光みた

いな明かりが見えたかなという気がしており

ます。これで、梅雨が上がって、また晴れ間

が続くと大量発生というのが予想されますの

で、ぜひその辺もよろしくお願いしたいと思
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います。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○西山宗孝委員 説明ありがとうございまし

た。 

 38ページと46ページの関連で、少しお尋ね

したいと思います。 

 最近、県内では漁業組合関係の総会等々も

やっているんですが、私の地元では、過去最

高の売上げになったということで喜んで、税

金のことを随分気にされているのが現状なん

ですけれども、ただ、生産金額は過去最高、

単価も含めて。生産枚数については、ここ数

年で令和４年が最低の数字だと理解している

んですけれども。 

 で、そのことを含めて、38ページの説明が

あった際に、全国的なノリ不足により単価が

高騰したことで生産金額は過去最高になった

というお話がありました。これに加えて、先

ほど、別途兵庫県の事例を、非常に熊本県は

先進していますが、参考にされて、いろんな

環境とか情報交換等々もされていることは、

私どももいつも委員会で聞いているんです

が、この38ページに戻りますと、全国的なノ

リ不足という背景に、各県、各海況それぞれ

環境は違うんですけれども、私どもは、地元

の方々はよかったよかったと言う一方で、何

がよかったんだろうかと。いや、県北はあん

まりようなかったとか、あるいは佐賀がよう

なかったもんな、だから、うちのノリが高う

ついてよかったたいって話をされるんです

が、実際そういった具体的な把握で、あの海

域はどういう理由でよくなかったのか、非常

に分析は難しいと思うんですけれども、水産

研究センターの指導体制の影響もあっている

のかなと思うので、その辺りを、もし分かっ

ている範囲で、よければお教えいただければ

と思います。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課になりま

す。 

 まず、先ほどありましたノリの生産枚数で

すが、生産枚数はここ数年で令和４年が一番

最低でした。今年は、令和４年よりも多くで

きています。 

 また、全国の状況ですが、特に、主要産地

である佐賀、福岡が例年の６割から７割と非

常に少なかったということもあって、私ども

熊本県は、例年比でいくと、昨年は９割程度

の生産だったんですが、そういう中、９割程

度できたということもあって、全国的には枚

数が少なくなって単価は高騰している。で

も、私どもは９割できたということで、結果

的に183億円という過去最高の生産を上げた

という結果になっています。 

 そういう中で、福岡、佐賀の漁場を見てみ

ますと、やはり珪藻赤潮の発生が長期化し

て、ノリの養殖に適した期間が非常に短かっ

たということもあって非常に生産が落ちる

と。幸いなことに、私ども、佐賀、福岡と比

べたら、まだ生産できる期間が長くて、この

ような結果にはなったんですが、生産金額が

最高になったからといって、まだまだ喜べな

い状況なのかなということで考えているとこ

ろです。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員 地元、喜んでいらっしゃ

る、税金の心配ばっかしなんです。ただ、今

ざっと説明がありましたけれども、もう少し

この特別委員会については、熊本県中心にい

ろいろ水産研究センターも努力されて説明等

々もあっていますけれども、他都市の、さっ

き言いましたように、環境はそれぞれ違うし

体制も違うんですけれども、もう少し兵庫県

の例を取りますと、結構今後参考にしていき

たいって話がありましたので、もう少し佐賀

とかそういったエリアの状況も掌握しながら

やっておかないと。熊本はずっと、よそが安
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かったから高かったとか喜んでおる時代でも

ないと思いますし、来年どうなるか分からな

いじゃないですか。その辺りは逆に、熊本は

こういったことやっているから、いやいや、

もうこのままいけるんですよということがあ

るのかどうか、そういった御意見を聞かせて

いただければと思います。 

 

○森野水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。 

 ノリの養殖時期におきましては、ノリの種

つけから最後の漁期終了まで毎週１～２回の

ノリの養殖の管理面での状況、それから栄養

塩、珪藻と赤潮の発生状況というのを調査し

まして、各漁協の地先ごとの情報として各漁

協とか漁業者の方に提供しております。 

 今お話ありました他県の状況も、今後は含

めまして検討した上で状況について把握し

て、必要な情報があれば提供していきたいと

考えております。 

 

○西山宗孝委員 ありがとうございました。 

 水産研究センターのレベルが非常に上がっ

て、研究も進んでいるということも背景にあ

ると思います。それはそれとして、熊本のた

めにはそれでして、他都市の状況も掌握しな

がら、どれぐらいの感じでこの温暖化が進ん

でいるかとか、水質の問題とか、海況にもよ

りますので、ぜひともそういったのも充実し

ていただければと思います。要望ということ

でお願いします。 

 

○坂田孝志委員 アサリですが、７ページに

は書いてないけれども、Ｒ６はどのくらい見

込んでいるんですか。随分復活の兆しだと聞

いておりますが。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課になりま

す。 

 昨年が129トンということで県内漁獲がさ

れております。今の現状なんですが、５月末

の時点で138トンの漁獲ということで、既に

昨年を上回っている状況となっております。

６月も順調に今のところ漁獲が進んでおりま

すので、何トンと言うのはあれなんですけれ

ども、少なくとも昨年以上の量になります

し、できれば200トンぐらいになってくれる

といいかなと思っております。今後、また雨

次第では漁獲ができなくなったりということ

もございますので、そこは、状況を見ながら

適時現場のほうで対応していきますので、希

望としては、そのようなことを思っていま

す。 

 

○坂田孝志委員 200トンね。前のあれじゃ

あ500トンぐらいと言ってなかったですか

ね。目標を下げるの、簡単に。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課になりま

す。 

 目標は400トンということで頑張っていま

す。その目標に少しでも近づくように漁獲で

きればと思っております。 

 

○坂田孝志委員 いきなり半分に下げんご

つ。いや、聞いてますと、鏡、頑張ってます

もんね。今80トンぐらいって、全体の６割で

す、140トンの。 

 昨日総会がありましたから聞いたんです

よ。どれくらい今もう獲られましたか、い

や、もう３分の２ぐらいありますよと。それ

だけで250トンいきゃせんかなと、荒算用

で。目標に近づくよ。いや、本当に水産多面

的機能発揮、あれを活用しながら被覆網だと

か、また、この囲い網ですかな。いろいろと

漁民の方々も努力しておられますよ。そうい

うのが、皆さん方のいろいろな取組、政策が

実って、そのような方向にいっているという

ことは非常に喜ばしいことだろうと思います

から、今後も頑張っていただきたいと思いま
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す。 

 有明海のところで、最近のあれは言葉も消

えたんかな。蓄養はまだやっているんです

か。あれだけ大騒ぎしたやつがもう消えちゃ

って。どんな状況なんですか。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課です。 

 蓄養は、今現在、２つの漁協で行っており

ます。１つの漁協は、やめる方向でいろいろ

御検討中です。１つの漁協は、まだ継続する

ということで聞いております。 

 

○坂田孝志委員 何かアサリの条例だったで

すかね。あのときに、何か特別地域を何かし

ましたね。２つかなんか、特別に取り組むと

ころとか、いろいろ支援していくとか、そう

いう地域に指定されて、またやっているんで

すか。１つはそこに入ってないから蓄養やっ

ているとか。昔のことだから頭の整理ができ

るように説明してください。 

 

○那須水産振興課長 今坂田議員から御質問

がありました件は、輸入アサリの蓄養が行わ

れていた共同漁業権において、蓄養をやめて

県産アサリ資源の回復に向けて集中的に取り

組まれる区域をアサリ資源特別回復区域に指

定して今取り組まれております。こちらが今

２地区ございます。残りの先ほど御説明しま

した２つにつきましては、まだ蓄養をやめて

おられませんので、まだこういう区域指定も

できませんし、先ほど御説明しましたとお

り、１つの漁協についてはやめる方向で、も

う一つは続けられるということですので、ま

だこういう指定もできていない状況です。 

 

○坂田孝志委員 それは、きっちり熊本県産

アサリと、いろいろ区別というんですかね、

それはちゃんと整っているんですか。あれは

何だったかな、蓄養期間が長ければもう熊本

県産とみなすとか何かそういうこともあった

ようで、いろいろそこら辺で、不正という

か、あのような形で熊本県のアサリが窮地に

落ち込んだんですが、皆さん方の努力で全部

そこは整理ができたかなと思っているんです

が、心配しますがね。そこを教えていただけ

ますか。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課になりま

す。 

 以前は、蓄養について、そこの定義が不明

確だったために、産地のところがいろいろ変

わるようなことがあったんですが、今は、蓄

養ということで産地が変わることがないとい

うことで、そこは法の運用で整理されました

ので、蓄養をしたことで産地が変わるという

ことはございません。 

 

○坂田孝志委員 向こうから輸入してきたも

のは、そのままその国の名前でということに

なるんですか。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課です。 

 そうです。輸入したものは、輸入した国が

産地となります。 

 

○坂田孝志委員 じゃあ、しっかりと熊本産

と区別がつくような仕組みがちゃんと保持さ

れているというか、しっかりやっていっても

らっているわけですね、確認ですが。 

 

○那須水産振興課長 まさにそのとおりで

す。 

 

○坂田孝志委員 分かりました。 

 大いに県産アサリの水揚げが上がるように

さらに努力していただいて、また、県民に安

全、安心を与えていただいて、あるいは全国

に熊本アサリのよさを広げていただきたいと

思っております。 

 皆さん方の努力を期待したいと思います。 
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 以上です。 

 

○内野幸喜委員 まず、51ページ、くまもと

プラスチックスマート。これは去年ぐらいか

ら県のほうが積極的に進めているんですが、

これに登録している店舗数というのはどれぐ

らいなんですか。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 約250店舗ぐらいでございます。 

 

○内野幸喜委員 この250は、飲食店等が多

いということですか。状況はどうなんです

か。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 飲食店には限りませんが、具体的にどこが

中心というのは手元にはございませんが、商

工会議所あたりに声をかけて幅広く、ホテル

とかも含めて声をかけさせていただいている

ところでございます。 

 

○内野幸喜委員 ここにメリットとして、県

のホームページ等で紹介とか、店舗に掲示す

る登録ステッカー等を提供と、企業の認知度

アップとか、イメージアップにつながるんで

すよということで広く進めているんだと思う

んですが、250ぐらいってのはそんなに多く

ないような気がするんですね。 

 私は、飲食店とあえて言いましたけれど

も、実は飲食店とかでもあんまり貼っている

ところを見たことがないんです。そこまで認

知されていないのかなという気がしますの

で、ステッカーの提供とかメリットというこ

とだけではなくて、何かしらポイント制と

か、そういったことも付加するような形でや

っていくのがいいのかなと。 

 というのが、例えば飲食店とかいろんな店

舗に、こういうのが貼ってあれば、熊本県は

非常にこういうことに熱心な県なんだなとい

うのを、県外から来た方に広くＰＲできるチ

ャンスでもあるんですよね。 

 だから、250の登録は少ないような気もし

ますので、もう少し広め方というか、このく

まもとプラスチックスマートという、そもそ

もこういう登録をやっているということを知

らない業者の方も多分多いと思うので、それ

を知ってもらう工夫を考えたほうがいいのか

なと思います。そこは検討していただければ

なと思います。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 ありがとうございます。御指摘のとおりで

ございまして、まだまだ認知度は低いと思い

ます。本格的には昨年度から始めた事業でご

ざいますので、まだこれからというところで

ございます。 

 引き続き、パンフレット、チラシあたりの

配布と加えて、おっしゃるとおり、何らかの

インセンティブあたりは重要かと思いますの

で、この辺りは、他部署とも連携して検討し

ていきたいと思っているところでございま

す。 

 

○内野幸喜委員 よろしくお願いします。 

 もう一点いいですか。 

 16ページ、これは農業技術課になるんです

が、くまもとグリーン農業、県は進めている

ということで、減農薬、減化学肥料というこ

と、農薬としては禁止されているけれども、

肥料としては使っていいというのがあるんで

すね。具体的にあえて言うと、これは椿油

粕、私の地元のほうでそれを使っているとこ

ろがあると。農薬としては駄目だけれども、

これは駄目じゃないかと、肥料として使って

いるということを言われたと。 

 それが結果として、これは本当の関連性が
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あるかどうか分からないんですけれども、漁

業者の方というのは非常にそういったものに

敏感なんですよね。それが河川を通じて河口

部に流れてきたときに、アサリとかそういっ

たものに大きな影響があるのではないかとい

うか、心配をされています。実際それが影響

しているかどうか分からないです、そこは。

ただ、そういう心配をされているというのも

事実なわけであって、その辺は今どう考えら

れているのかなと、お聞かせいただければと

思います。 

 

○上村農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 ただいまお話がありました件でございます

が、おそらくはジャンボタニシ、つまりスク

ミリンゴガイと椿油粕の関係だと思います。

これにつきましては、当然、今委員がおっし

ゃられたとおり、椿油粕としては、肥料とし

て使うことは問題ないという判断はございま

す。 

 しかしながら、これが水の中で、サポニン

という物質が出てきて、魚介類関係に影響が

あるということでございますので、県としま

しては、まず、水田とかそういった水がある

ようなところでの使用はしないでください、

肥料として使うにしても、そこでの使用は控

えてくださいといったことあたりを注意喚起

しております。 

 農薬安全対策講習会ということをやってお

りまして、市町村、広報誌等においても、椿

油粕の適正使用に関しては注意喚起を行って

いるところでございます。 

 あわせまして、県が制定します病害虫雑草

防除指針、これにも防除方法について記載し

ておりまして、適正な防除の推進に努めてい

るというところでございます。 

 それと、アサリに影響がというお話も聞こ

えるということでございますが、以前、この

スクミリンゴガイが国の有害動物と指定され

たというのが昭和59年頃のことでございまし

て、これも当然因果関係ははっきり分かりま

せんけれども、実は、そのときは既にもうア

サリは減少傾向にあったということでござい

ます。直接的な因果関係は、なかなか認めら

れるような状況ではないかなと思っておりま

すが、いずれにしましても、サポニンにはそ

ういった毒性がありますので、今後も注意喚

起をしっかりしていきたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員 これは、今県のホームペー

ジの中で、椿油粕をジャンボタニシなど害虫

の駆除目的で使用することは禁止されていま

す、これは県が書いてますね。 

 一方で、肥料として使用する際も使用場所

に注意してくださいと。肥料として使用する

場合は、水を張った水田や用排水路や池など

に流出しやすい場所では使用を避けてくださ

いと、ちゃんと書いています。 

 ただ、一方で、これを全面的に禁止されて

いるわけじゃないからということで使用され

る方もいらっしゃるんです。先ほど課長がお

っしゃったように、因果関係というのがはっ

きりしていないのは私もそうだと思います。

ただ、漁業者の方からすると、関係あるんじ

ゃないかとか思う方もいらっしゃるんです

ね。変なあつれきとかというのが生じますか

ら、ここは、県としてもしっかりと、もう少

し強めの指導というのをやったほうがいいん

じゃないかなと思うんです。 

 使用する場合は、ちゃんとそこら辺は守っ

てくださいと、ここに書いてあるように、用

排水路等に近いところとか、水田とかには使

用を避けてくださいと書いていますから、そ

ういったことをもう少し強めの指導をしたほ

うがいいのかなという気がします。 

 そういった声というのは、去年、ちょうど

課長とかもたしか来られていて、中で要望書
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を我々受けましたので、そういったことをし

っかりとやっていただきたいなと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○吉永和世委員 昨日、実は、地元の漁業組

合の総会があって参加させていただいたんで

すが。その中で組合長と話している中でも、

どうにもならぬという話で、もうやる気がな

くなっているみたいな話もございましたが、

望みを持って頑張っていただきたいと話をし

たんですが、その中で投石礁を令和５年度や

っていただいたということで、そこに少しの

望みを持っていらっしゃるような感じだった

んですが、その投石礁の、要は、どれくらい

の期間があれば、その効果を発揮していくの

かというのを教えてほしいんですけれども。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 本日御説明させていただきました資料の30

ページの写真の右のほうに、投石による藻場

造成と対象区の海藻量の比較という、これは

有明海の例でございますけれども、Ｒ３、Ｒ

４、Ｒ５ということで、造成漁場で効果が出

ているということを対象区と併せて示してお

ります。大体２年後とか、そういったところ

で調査をした結果というところで示させてい

ただいております。 

 

○吉永和世委員 多分地域差というか、地域

差があるのかなと。要は水質も違うんです

が、その投石礁をして、結局、前お伺いした

ときに一番いい環境は、藻が生えて、そこに

カニがいてとか、いろんな生物がおって、そ

ういったところに魚が集まって生息している

というそういう環境を要はつくり上げること

が一番効果的かな、成果が出るのかなと思う

んですけれども。結局投石をして、その後の

調査というのがしっかりそういった環境を目

指していくとするならば、そこにしっかりと

それを求めていく過程というのが大事かなと

いう感じがするんですけれども、そういった

中に漁業者が取り組むことはないのかな、一

緒になって。 

 そういった藻が生えて、いろんな生物がお

ってと、そういう環境を一緒につくり上げて

いく。そういうところに漁業者がやるべきこ

とがあるんだったら、そこにしっかり取り組

んでいくというのがあってもいいのかなと、

こう思ったんですけれども。ただ投石しただ

けで、あとはもう自然にお任せしますみたい

な、そんなんじゃ本当に成果が出るのか出な

いのか分からぬので、そこら辺をしっかりつ

くり上げていくというやり方のほうが一番い

いんじゃないのかなと、こう思ったりもする

んですけれども。そういう中に兵庫県の、要

は取組、要は栄養塩をやってみるとか、ある

いは耕うんをやってみるとか、何かそういっ

たところで一緒になってつくっていくという

取組があってもいいんじゃないのかなと、こ

う思っているんですけれども、そういった考

え方はないんですか。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 今委員からお話のあった内容で、一つ、参

考と申しますか、事例として挙げられるの

は、藻場を私ども造成させていただいた後、

その藻場に関しては、地元漁協さんと協定と

いうか、結ばせていただいて、しっかり管理

をやっていただくということをお約束いただ

いているという格好になります。 

 その中で、一つ、例えば藻場の清掃であっ

たりとかいったこともあるでしょうし、ある

いは今日も話が少し出ました水産多面的とか

いった事業を活用していただいて、藻場がで

きないような状況のところでは、スポアバッ

グと呼ばれるような、成熟した海藻をネット

の中に入れて、その中から胞子が出て、それ

で海藻が着生するとかといった取組を漁業者
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の方と連携してやらせていただいているとい

った、そういう取組はございます。 

 以上でございます。 

 

○吉永和世委員 藻場がついた後の話。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 藻場を造成した後でございます。 

 

○吉永和世委員 投石した後、ずっと一緒に

というか、漁業組合の方々と一緒になって取

り組んでいっている。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 管理をお願いして

いるということ。例えば、アサリ漁場であれ

ば、アサリ、覆砂をした後に被覆網を張って

いただいたりだとか、そういうことで食害生

物からの食害を防ぐような形でお願いしてい

ますし、藻場であっても、先ほど着生しやす

いような取組についてのお話を差し上げまし

た。やっぱり藻場につきましては、磯焼けと

いった、藻場が形成された後では磯焼けとい

ったことも食害によって心配されるというこ

とがございますので、そういった食害生物、

例えば、ガンガゼを駆除したりとかといった

ことも水産多面的であったり、あるいは我々

漁港漁場整備課におきましても、水産基盤整

備交付金といった単県交付金を各市町の意向

に応じまして交付させていただいて、漁業者

の方が食害生物の駆除とかといったものをや

っておられますので、そういった意味では、

私どもが基盤を整備する、そして漁業者の方

々がそこで保護、育成の取組をしっかりやっ

ていただくと、そういう連携はできているか

と思ってございます。 

 

○吉永和世委員 せっかくなんで、もう状況

的には待ったなしだと思いますね。もう高齢

化もしてますし――あるんですよ。そういう

方々がもう駄目だと思って引退されたら、も

うほとんどいなくなってしまうような感じな

んで、そういう何か希望を持っていただくよ

うな。そういう投石礁をやって、それをしっ

かりいい環境をつくるために取り組んでいた

だくことによって希望が持てるという形もで

きるかなと思うので、そういうもし事業があ

るとするなら、それをしっかり取り組ませて

いただいて、いい成果が出るように後押しし

ていただければ非常にありがたいなと思うん

ですけれども。そこら辺、もしあるんだった

らぜひやってください。 

 ちょうどいいんじゃないですか。令和５年

度、投石礁やったんだから、これからちょう

どいいタイミングだと思うんですけれども。

また、今後も何か芦北とかやっていかれるわ

けでしょうけれども、芦北のほうも、もう悲

鳴上げていらっしゃいますよ、現実のとこ

ろ。だから、そういった環境にあるので、で

きればそういう連携した中で、やっていただ

ければと思うんです。「やります」と言って

もらえれば一番いいんですが。 

 

○谷水漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 今委員のほうから叱咤激励をいただいたか

と思っておりますので、今私がお話ししたこ

とに限らず、広く連携できる方策というもの

も一緒に考えていきながら頑張っていきたい

と思っております。 

 以上です。 

 

○荒川知章委員 本当にもう魚が取れなく

て、自分の息子にはもう継いでくれと言えな

いという状況で、吉永委員がおっしゃったよ

うに、もう高齢化していまして、本当にもう

このまま漁師を続けていくのかどうかも迷わ

れていて、本当に生活が成り立たないような

状況になっていますので。ぜひ予算を投入し

ていただいて、吉永委員がおっしゃったよう
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に、藻場造成した後もしっかり――あとはも

う漁協に任せるのではなくて、県と一緒に取

り組んでいっていただいて、問題があったら

すぐ相談に乗っていただけるような体制をつ

くっていただきたいと思いますので、よろし

くお願いします。 

 

○末松直洋委員 16ページ、農業技術課、そ

して畜産課の18ページ、環境部にも関係があ

ると思うんですが。ネットニュースだったか

新聞報道だったか忘れてしまったんですけれ

ども、硝酸態窒素が乳幼児にすごく影響があ

るということで、井戸水に硝酸態窒素が流れ

込んで、それを飲んだりすることが非常に体

に悪いという報道があったので、そこら辺の

今の状況とか、調査をされたなら状況を教え

ていただければと思います。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 委員がおっしゃった硝酸態窒素につきまし

ては、地下水中の硝酸態窒素をそのまま飲用

して乳幼児に影響が出るという報告はござい

ます。 

 県におきましては、以前からそこに注目し

まして、詳細に調査をしてきております。全

国的にも地下水汚染は見られておりますけれ

ども、熊本の地域で数か所集中して汚染が見

られた地域がありましたものですから、もう

20年前に県が２つの地域について計画をつく

りまして、農政部と一緒に連携しながら対策

に取り組んできております。 

 ただ、なかなかその地下水汚染というの

は、すぐ汚染が回復するものではございませ

ん。20年たっても、ようやく減少傾向が見え

てきたかというところがございます。引き続

きその２地域については新たに計画をつくる

と。荒尾地域につきましては、新たに第２期

計画をつくりまして対策を進めているところ

でございますし、熊本地域についても、次の

第２期計画をつくることとしております。 

 それに合わせまして、県下全域でも汚染地

区が、硝酸性窒素濃度が高いところ見られる

もんですから、県下全域に今般広げるような

形で県計画をつくりまして、その地域の特性

に応じて、例えば、地下水の濃度とか汚染の

負荷がどれだけあるのかと、そういうのを踏

まえまして、２つの地域に分けて、それぞれ

対策を進めることとしております。 

 

○末松直洋委員 今言われたように、この問

題解決にはすごく時間が長くかかると思うん

ですよ。できることはやっていく上で、例え

ば、妊産婦さんとか、赤ちゃんの粉ミルクを

つくるときにはその井戸水を使わないでくれ

とか、そういった啓発活動は何か行われてお

るんでしょうか。 

 

○廣畑環境保全課長 今委員のお話のありま

した件につきましては、地下水の調査で基準

を超過した井戸につきましては、飲用指導と

いう形で、保健所のほうから、できる限り飲

まないでくださいと。特に乳幼児とか胃酸の

弱い年配の方とか、そういう方には御注意い

ただくような注意は促しております。 

 できるだけ上水道が来ているところであれ

ば上水道への切り替え、あるいはその上水道

が来てないところについては、新たな別の水

を買っていただくなり、あるいは今浄水器が

出ているもんですから浄水器の設置等を促す

ような形で対策を進めております。 

 

○末松直洋委員 その情報は、私は小さい子

がおらぬので、なかなか分からないんですけ

れども、そういった情報が県下全域に行き届

いているかどうか、私も認識不足なんです

が、そういった、もしということがあるの

で、そこら辺は徹底して、例えば、保健師さ

んとか、母子手帳もらうときにちゃんと指導

していくようにぜひお願いしたいと思いま
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す。これは要望です。 

 

○橋口海平委員長 よろしいですか。 

 

○亀田英雄委員 25ページの森林整備の着実

な推進について伺います。 

 令和５年度の実績は、間伐等は2,700ヘク

タールということで挙がっています。この面

積というのは、今後必要と思われる面積のど

の程度に当たるものなのか。と、今年の予算

の目標というところは上げてないんですけれ

ども、その辺りも分かれば教えてください。 

 

○宮脇森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 今委員御指摘のありました間伐の面積につ

きまして、必要量につきましては、現在の県

と農林水産業の基本計画におきましては、こ

れを国のほうで必要とされています45万ヘク

タール、これの熊本県分の森林の面積案分を

しまして、8,000ヘクタールということで掲

げております。 

  ただ、これは森林の面積が地域によっても

違いますし、あと、成熟の度合い、林齢の度

合いも違いますので、これは、今後策定され

る予定であります新しい基本計画において必

要な面積をさらに精緻に分析をして掲げてい

きたいと思っておりまして、今後の目標値と

いうことは今調査中ということで御理解いた

だければと考えております。 

 以上です。 

 

○亀田英雄委員 今ずっと論議されとった海

の環境、川下の環境というのは、川上に起因

することが多いと思うんですよね。川上の整

備というのを着実に進めていただきたいなと

いう意見です。 

 

○岩下栄一委員 今の亀田先生の御意見にも

共通していますけれども、海のごみの問題で

すが、全ては上流なんですね。上流にはさら

に上流がありまして、小河川の流域というの

が、私どもは、小河川、藻器堀川とか健軍川

とか大井出川とか、そういう小河川の流域に

おりますけれども、ボランティア団体がいろ

いろしたり、大井出川では蛍が飛び交う川を

つくろうとか、藻器堀を美しくする会とかい

ろいろありまして、私も実践活動やっている

んですが、世論をもっともっと盛り上げてい

かなきゃいかぬと。 

 11ページのこの写真、小学生社会科見学、

八代北部、何とか学校の写真が写っておりま

して、孫が写っとらんかなと見ましたけれど

も。それで、そういう子供たちから、早い時

期から河川というものが大事なんだよという

ことを、水辺教室とかいろいろありますでし

ょう、ああいうものを通じて子供たちに植え

付けていけばいいのかなと思います。 

 で、この梅雨の時期は、健軍川も御覧のと

おり濁流が流れて、流域の生活雑排水からご

みからいろいろ流れ込んで、これが海に参り

ます。藻器堀も増水するといろんなごみが上

流から流れてきます。全て川は上流から始ま

るから、それで、上流域の子供たちにも大い

に世論喚起をして、川をきれいにせぬと大変

なんだよと、将来、ということをよく理解を

させていくようにしなきゃいけないんじゃな

いかなと。 

 そこで、市町村あたりに呼びかけたり、あ

るいはいろんなボランティア団体がありま

す。例えばライオンズクラブとか青年会議所

とか、そういう組織に呼びかけて、そのため

には、いろんな資料を提供して、その人たち

を巻き込んでいくということも大事かなと。

これは意見です。質問じゃありません。 

 藻器堀に入って掃除したことがありますけ

れども、この老体ですから大変だったんです

よ。大井出川もそうですけれども、大井出川

は、蛍を飛ばせる川をつくろうと呼びかけ

て、東北の橋口病院というところの院長が呼
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びかけてやって、もう亡くなりましたけれど

も、県の職員のＯＢが河川清掃中に流域の草

を燃やしておって焼死されたですよ、火が移

ってから。そういう犠牲の上にもあります。

私も犠牲者にならぬように用心しながらやっ

ておりますけれども、そのためには、ぜひ今

申し上げたライオンズクラブとか青年会議所

とか、何かましなことをやろうと思っておら

れる方々がたくさんおりますので、そういう

組織も動員して、市町村を通じて、大いに世

論喚起をお願いしたいと思います。 

 要望です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○荒川知章委員 37ページ、③で水産資源の

持続的な漁獲に向けた新たな資源管理の取組

でありますけれども、具体的に教えていただ

ければ。 

 

○那須水産振興課長 水産振興課です。 

 漁業法が改正されまして、資源評価をやる

ようになってきています。その資源評価をす

るために漁獲情報を収集するシステムを併せ

て整備しているんですが、そういう資源評価

をやりながら、きちんと漁獲管理を行い、新

たな資源管理になっていくと考えておりま

す。 

 

○荒川知章委員 ということは、藻場造成し

て魚が増えてきたとしても、そこで一気にが

っと取れば、また減るしということで、漁獲

量の調整というのも含んでいるんですか。 

 

○那須水産振興課長 将来的に、もしそうい

うことが起きましたら漁獲量も調整する形

で、取り過ぎということがあれば、そこは調

整しながら資源管理をやっていく形になって

いきます。 

 

○荒川知章委員 じゃあ、今の状況では量を

調整するというか、制限をかけるというのは

されてないんですか。 

 

○那須水産振興課長 まさに始まったばっか

りで、現実的には今はまだそこまではやって

おりません。 

 クロマグロは、もう国の中できちんとやら

れている部分もございます。ただ、県では、

まだ具体的に量を制限するところまではいっ

ておりません。 

 

○荒川知章委員 先ほどの藻場造成して、そ

の後しっかりと魚が増えるように管理してい

くのと一緒に、現在でも網の状況とかやり方

によってはごっそり取るやつもあるので、魚

を増やすのと同時に、そういった形でごっそ

り取ってしまったら、もうそもそも魚自体が

いなくなるというのもあるので、バランスを

取りながら、ぜひ。例えば藻場造成にして

も、先ほどお話あったように、予算つけて造

成したから、あとは管理を漁協に任せるとか

いうだけじゃなくて、県と一緒に連携を取り

ながら、コンサルじゃないですけれども、し

っかりとその状況、こういう状況という漁協

の管理の下で相談があったら、しっかり県も

伴走して、じゃあ、そのためにどうすればい

いかというのをしっかり連携を取って今後進

めていただければと思います。よろしくお願

いします。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○髙井千歳委員 60ページの先ほどプラス、

昨年度より９億円と、流域下水道のところで

あったんですけれども。すみません、私の聞

き落としかもしれないんですけれども、具体

的にどういったところだったのかというのを

教えていただけますか。 
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○弓削下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 予算の伸びということで、一つの事例とし

て、流域下水道の事業費が増えているという

ような御説明を執行部のほうからさせていた

だきました。今流域下水道は、熊本北部と球

磨川上流と八代北部と３つの流域下水道があ

るんですけれども、その中で、設備の更新工

事を毎年やっているわけなんですが、たまた

ま昨年度から今年度にかけて事業費の大きな

工事をやるということで事業費が増えている

という状況でございます。 

 以上です。 

 

○髙井千歳委員 ありがとうございます。 

 

○橋口海平委員長 よろしいでしょうか。 

 

○髙井千歳委員 はい、大丈夫です。 

 

○吉田孝平委員 20ページの耕畜連携による

堆肥の広域流通に関しまして、堆肥の利用に

関して、県のほうでいろいろ取組をしていた

だいていまして本当に感謝していますけれど

も、くまもと堆肥ネットマッチングサイト、

このサイトは、利用の状況とか成果というの

は分かるんですかね。 

 

○安武畜産課長 今のところ、堆肥ネットの

このホームページの情報が古くなっておりま

して、今年、ホームページをリニューアルい

たしますので、それで利用量が把握できると

思いますので、申し訳ありません。今年再度

リニューアルいたします。 

 

○吉田孝平委員 まだ農家の方、化学肥料を

使われる方がまだたくさんおられますので、

ぜひまた利用促進に向けて、そして農家の方

に理解していただくように取り組んでいただ

きますように御要望したいと思います。 

 

○安武畜産課長 今年、ホームページでその

辺のところをしっかりと周知いたしたいと思

います。 

 

○吉田孝平委員 お願いいたします。以上で

す。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 次に、議題２、2050年県

内ＣＯ₂排出実質ゼロに向けた取組に関する

件について説明をお願いします。 

 それでは、環境立県推進課長。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料２の2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼ

ロに向けた取組に関する件について説明しま

す。 

 ２ページをお願いいたします。 

 地球温暖化の状況と影響についてです。 

 2023年の時点で、世界の平均気温は過去

100年で0.76度上昇しております。同じく熊

本の平均気温は約1.8度上昇しております。

仮に今以上の対策を行わなかった場合、21世

紀末の平均気温は、20世紀末に比べまして約

４度上昇すると予測されております。気温上

昇に伴う気候変動による被害が現実のものと

なっておりまして、全国で頻発する豪雨は、

地球温暖化の影響があると言われておりま

す。 

 ３ページをお願いします。 

 地球温暖化対策に関する主な動きについて

説明します。 

 上の段、世界の動きですが、2015年にパリ

協定が成立し、世界の平均気温の上昇を1.5

度以内に抑える努力を追求することとされま

した。また、2023年にドバイで開催されたＣ

ＯＰ28において、化石燃料からの脱却の加速
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化や、2030年までに再生可能エネルギーを現

状の３倍とすることが合意されました。 

 次に、日本の動きですが、2020年10月に、

2050年温室効果ガス排出実質ゼロが宣言され

ました。翌21年に策定された国の計画では、

2030年度に13年度比で46％削減すること、さ

らに50％の削減の高みに向けて挑戦を続ける

とされております。 

 最後に、本県ですが、国に先駆けまして、

2050年県内ＣＯ₂排出実質ゼロを宣言し、

2021年に策定した第六次熊本県環境基本計画

に盛り込んでおります。 

 ４ページをお願いします。 

 県の環境基本計画の内容です。 

 温室効果ガスの削減目標を定め、４つの戦

略を基に、取組を進めています。 

 目標については、オレンジの枠囲みのよう

に、2030年度に国が挑戦するとしている50％

削減を目指し、2050年度のＣＯ₂排出実質ゼ

ロ「ゼロカーボン」に向けて取組を進めてお

ります。 

 ４つの戦略につきましては、５ページをお

願いいたします。 

 右側に４つの戦略、左側にイメージ図を掲

載しております。 

 まず、戦略の１、省エネルギーの推進とし

まして、エネルギーの使用量自体を削減しま

す。左のイメージ図の①省エネの部分、青色

の電気及び赤色の化石燃料ともに、エネルギ

ー使用量を削減します。 

 次に、戦略の２、エネルギーシフトです。 

 化石燃料から電気や水素、また、いわゆる

バイオ燃料と言われるメタンやアンモニア、

高純度バイオディーゼル燃料などへの転換を

推進します。 

 左のイメージ図では、②の電化と同じく、

②の脱化石燃料化によって化石燃料の使用を

削減します。 

 次に、戦略の３、③電気のＣＯ₂ゼロ化で

す。 

 電化を徹底した上で、再生可能エネルギー

の導入等によりまして、発電時のＣＯ₂排出

をゼロに近づけます。 

 左のイメージ図の③の電気のＣＯ₂ゼロ化

でございます。 

 最後に、戦略の４、その他のＣＯ₂実質ゼ

ロ化でございます。 

 左のイメージ図の④の部分ですけれども、

どうしても残ったＣＯ₂を森林吸収量の確保

やＣＯ₂の吸収や固定といった方法によりま

して、実質ゼロにするというものです。 

 ６ページをお願いします。 

 2021年度の熊本県の温室効果ガスの排出量

の報告です。 

 左下のグラフを御覧いただきたいと思いま

す。 

 2021年度の数値が最新のものとなります

が、県全体のエネルギー使用量は、新型コロ

ナ感染症の影響と省エネ家電の普及等により

まして、基準年となります2013年度から11.6

％の減少となっております。 

 右側のグラフは、県全体の温室効果ガスの

排出量の推移ですが、エネルギー使用量と電

力会社の発電時のＣＯ₂排出割合、いわゆる

排出係数と呼ばれるものですが、この排出係

数が減少したために、2013年度以降で最少と

なりまして、2013年度比で30.9％の減となっ

ております。 

 排出係数の推移につきましては、右側のグ

ラフに緑色の点線の折れ線で示しておりま

す。発電時にＣＯ₂を排出する火力発電の割

合が減ったことから、ＣＯ₂排出の割合は減

少傾向にございます。 

 ７ページをお願いします。 

 本県の部門別の温室効果ガスの排出量にな

ります。 

 左の折れ線グラフを御覧ください。 

 熊本県の部門別の温室効果ガス排出量の推

移になります。黄色の家庭部門、グレーの業

務部門、青色の産業部門、オレンジ色の運輸
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部門の順に、2013年度に比べて排出削減は進

んでおります。 

 排出係数の減少に伴いまして、電気の割合

が多い部門の排出量は減少傾向にあります。

特に2021年は、コロナ感染症に伴う外出自粛

等の緩和の影響で、家庭部門が前年から大き

く減少しておりまして、その一方で、オレン

ジ色の運輸部門は増加しております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 このページ以降で説明する取組の項目と関

係課を整理しております。関係課が複数ある

項目につきましては、太字で書いてある課が

説明をまとめて行いまして、質疑については

担当課で対応させていただきます。 

 再生可能エネルギーの導入関係は、議題の

３で説明させていただくことになります。 

 各項目ごとに、令和５年度の主な実績と６

年度の取組予定を説明いたします。 

 令和６年度取組予定は、骨格予算、それか

ら肉付け予算、まとめて御説明させていただ

きます。 

 では、10ページをお願いいたします。 

 (1)温室効果ガスの排出削減に向けた部門

別取組のうち、家庭部門でございます。 

 課題・取組の方向性につきまして、まず、

右のグラフを御覧ください。 

 基準となります年度の2013年度と比べまし

て56.8％削減しております。黄色のところに

ありますように、削減の目標は47％以上とな

っておりまして、既に目標を達成しておる状

況でございます。 

 しかしながら、エネルギーの使用量は約25

％の減にとどまっておりますので、今の減少

は、排出の係数が減ったことによる影響が大

きいといった状況にあります。エネルギー使

用量の約８割が電気ですので、さらなる排出

削減に向けて、省エネルギーや再生可能エネ

ルギー導入など、一歩踏み込んだ対策が必要

でございます。そのため、各家庭におきまし

て、食品ロスの削減、住宅等の省エネルギー

性能の向上や再生可能エネルギーの導入に取

り組んでいただく必要があります。 

 その下の黒丸ですけれども、県民のゼロカ

ーボン行動の実践、定着につながるよう、普

及啓発の強化が必要でございますので、最下

段に記載のとおり、より多くの県民に伝わる

よう、市町村や関係企業等と連携して普及啓

発に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 11ページをお願いいたします。 

 主な取組実績及び取組予定でございます。 

 ポイントを絞って御説明させていただきま

す。 

 まず、食品ロスの削減推進事業でございま

す。 

 四つ葉のクローバー運動、具体的には、括

弧記載のとおり、てまえどり、食べきり運

動、フードドライブ、食ロスチェックなどに

取り組んでおり、令和６年度もさらなる推進

を図ってまいります。 

 次に、２番目の二重丸、住宅、建物の省エ

ネ性能向上に向けた取組でございます。 

 お手元に冊子をお配りさせていただいてお

ります「やさしいすまい」というタイトルの

冊子でございます。住宅の断熱リフォームの

効果や方法等を見える化しましたこの冊子を

活用しまして、工務店や市町村等と連携しま

して、県民に断熱リフォームを働きかけてま

いります。 

 一番下の星印、県民ゼロカーボン行動促進

事業につきましては、家庭で実践いただきた

い行動やＣＯ₂削減効果やメリットを見える

化したゼロカーボン行動ブックを活用した環

境教育や講演等を実施しております。 

 今年度につきましては、これらを継続する

とともに、市町村や関係企業等と連携して普

及啓発や、それからマスメディア、ＳＮＳに

よる情報発信などをより県民にお伝えできる

よう取り組み、ゼロカーボン行動の実践、定

着を促進してまいります。 
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 12ページをお願いします。 

 産業・業務部門の状況でございます。 

 右側のグラフを御覧ください。 

 上の産業部門は、赤い文字のとおり2013年

度から約25％の削減となっており、2030年度

削減目標の35％とはまだ少し乖離がございま

す。下の業務部門は、電化が進んでおりまし

て、2013年度に比べ約50％の減少と、削減目

標の57％以上に向けては順調に削減が進んで

おります。 

 この両部門で県内排出量の約５割を占めて

おりますので、今後さらに、省エネルギーや

エネルギーシフト、それから再生可能エネル

ギーの導入等をお願いしていく必要があると

考えております。 

 また、３番目の黒丸ですが、国際的な企業

では、原材料の調達、製造、販売に至るサプ

ライチェーン全体で温室効果ガス排出ゼロを

求める動きが加速しております。 

 その一方で、半導体関連企業の集積等によ

り、今後県内の排出量の増加が懸念されると

ころもあります。そのため、国際的な動き等

を踏まえながら、県内の企業や国、金融機

関、電力会社等と連携して、ＣＯ₂削減に向

けた検討や課題解決に取り組んでまいりま

す。 

 13ページをお願いします。 

 主な取組の実績と取組の予定について説明

いたします。 

 星印の２番目でございますが、事業活動温

暖化対策計画書制度に基づく排出削減につい

ては、右の計画書制度のイメージ図を御覧い

ただきたいと思います。 

 ①で計画書を事業者の方に作成いただきま

す段階で、事業者自らが排出源となる設備や

その設備の更新の時期を把握し、課題を認識

することで、②の設備更新の検討におきまし

て、ＣＯ₂を排出している設備、例えば化石

燃料を使う石油ボイラーからヒートポンプ式

など、電気式の高効率設備に更新するといっ

た対策につなげまして、着実に省エネや燃料

転換を行っていただくよう促すという制度で

ございます。 

 令和５年度は制度を整理したところでござ

いまして、今年度は、引き続き制度の周知を

徹底してまいります。 

 また、イメージ図では、赤色の部分、・で

ございますが、計画書等を活用して、事業者

が金融機関や電力会社等の支援機関に相談す

ることで、財政的、技術的課題の解決をする

ためのサポートが受けられるような支援体制

の構築を検討してまいります。 

 次の星印ですが、くまもとゼロカーボン資

金による設備資金支援で、中小企業への融資

により、省エネ、再エネ設備の導入を促して

まいります。 

 最後の下向きの三角形、県内の中小企業の

再エネ導入につきましては、議題の３におい

て説明いたします。 

 14ページをお願いいたします。 

 運輸部門になります。 

 右のグラフを御覧ください。 

 運輸部門の温室効果ガスの排出量について

は、黄色に記載しています削減の目標は、

2013年度比で27％以上としているところでご

ざいますが、2021年度の実績では2.3％減少

と、ほぼ横ばいの状態でございます。 

 運輸部門の排出量のうち約９割が、自動車

などのガソリン、軽油によるものでございま

すので、中段以下に白丸で書いていますよう

に、エコドライブや公共交通機関、それから

自転車への転換、また、菊池南部地域での渋

滞対策や空港アクセス鉄道実現に向けた取

組、電気自動車等の次世代自動車への転換、

ＣＯ₂が増加しない高純度バイオディーゼル

燃料の利用促進等といったことに力を入れる

必要があると考えております。 

 15ページをお願いいたします。 

 主な取組実績及び取組の予定です。 

 １番目の地域公共交通の利用促進ですが、
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新規の取組として６月補正でお願いしており

ます自動車から公共交通機関への県民の行動

変容を促すための意識改革や公共交通利用促

進キャンペーンの実施、そして、乗合バス事

業者５社で構成される共同経営推進室が公共

交通機関利用促進に取り組む経費への補助を

行うものでございます。 

 ２番目の菊池南部地域の渋滞緩和対策につ

きましては、令和５年度は、セミコンテクノ

パーク周辺での通勤バスの渋滞緩和の効果等

に関する実証実験を行いまして、令和６年度

については、渋滞対策のため、企業等が公共

交通利用促進に取り組む経費に対する補助を

行ってまいります。 

 続きまして、自転車通行空間整備事業です

が、舗装の補修や矢羽根、右側の写真のよう

な自転車が安全に通行できるよう矢羽根型の

路面表示を実施しまして、自転車の交通環境

を整備しております。 

 次の黒い四角でございますが、中山間地域

における電動マイクロバスの実証事業につき

まして、熊本大学が環境省から委託を受け、

球磨村でのスクールバスに電動マイクロバス

を導入する実証事業でございます。事業は令

和５年度で終了いたしましたが、今後、実証

事業の成果を県内の市町村や学校に周知する

など、各団体における電動バスの導入に向け

た検討を促進してまいります。 

 最後の黒い四角、次世代モビリティーの普

及啓発については、議題３の中で説明いたし

ます。 

 環境立県推進課は以上でございます。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 16ページをお願いします。 

 温室効果ガス排出削減に向けた取組のう

ち、廃棄物部門について御説明します。 

 まず、１の課題と取組の方向性につきまし

て、まず、１点目でございますが、2021年度

の廃棄物部門の温室効果ガス排出量は約107

万トンで、県全体の10.8％です。基準年度よ

り増加しているのは、エアコン等の冷媒とし

て使用される代替フロンによるものでござい

ます。 

 次に、２点目でありますが、近年、法改正

等が行われ、生産量、消費量は減少しており

ます。今後は、使用済みの機器や製品から代

替フロンの回収を徹底していくことが必要で

あり、フロン回収の推進と回収指導を行って

まいります。 

 また、３点目でございますが、資源をリサ

イクルすることで廃棄物を削減し、二酸化炭

素の削減を進めることが必要です。リサイク

ル製品の認証や周知、リサイクルに関する施

設整備への補助、また、プラスチックごみの

リサイクルに向け、市町村による分別回収等

への取組支援などを進めることとしておりま

す。 

 次に、下、17ページですが、令和５年度の

実績と令和６年度の取組予定ですが、一番上

のフロン類対策事業として、フロン回収に係

る制度の周知やフロン回収業者への指導を引

き続き行ってまいります。 

 また、２点目ですが、リサイクル製品等の

利用促進を図る事業を継続してまいります。 

 さらに、３点目として、引き続き、プラス

チックごみの分別回収の拡充等が進むよう、

市町村へ支援を行ってまいります。 

 廃棄物部門の取組は以上でございます。 

 

○宮脇森林整備課長 森林整備課です。 

 18ページをお願いします。 

 ②ＣＯ₂吸収源対策の推進、森林吸収源対

策についてです。 

 １の課題・取組の方向性についてですが、

本県の森林は高齢化が進んでおり、森林によ

るＣＯ₂吸収量は、今後長期的に減少傾向で

推移していく見込みです。このため、適切な

間伐や再造林を通じてＣＯ₂をより多く吸収
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する若い木を増やし、森林の若返りを図るこ

とが必要です。また、森林を伐採することに

よって生産される木材を住宅や建築物の材料

として活用することにより、炭素を長期間貯

蔵することにつながります。さらに、木質バ

イオマスエネルギーとして利用することによ

り、化石燃料の代替にもつながります。 

 このようなことから、矢印部分にあります

とおり、森林によるＣＯ₂吸収源対策とし

て、切って、使って、植えて、育てるという

森林資源の循環利用を推進していく必要があ

り、本県としては、①適切な間伐や伐採後の

再造林の推進、②企業や法人等が行う森づく

り活動に対するＣＯ₂吸収量の認証、③県産

木材の利用拡大によるＣＯ₂固定の促進、④

カーボン・オフセットの取組の普及といった

取組を進めています。 

 19ページをお願いします。 

 ２の令和５年度の主な取組実績及び令和６

年度の取組予定です。 

 まず、森林環境保全整備事業につきまして

は、令和５年度は、国庫補助金等を活用し

て、森林所有者等が行う植栽、間伐等への助

成を行い、植栽を約1,000ヘクタール、間伐

を約2,700ヘクタール実施しました。令和６

年度も、森林整備を実施してまいります。 

 県民の未来につなぐ森づくり事業につきま

しては、令和５年度は、水とみどりの森づく

り税を活用し、森づくり活動に対する助成を

延べ47団体に実施しました。また、企業等に

よる森づくり活動について、14団体に対し、

587ＣＯ₂トンの森林吸収の認証を行いまし

た。令和６年度も、同様の取組を推進しま

す。 

 くまもとの木を活かす木造住宅等推進事業

につきましては、令和５年度は、木造住宅等

を建築する工務店への県産木材提供を84件行

いました。 

 森林吸収量クレジット化推進事業につきま

しては、令和５年度は、Ｊ－クレジットのプ

ロジェクト登録支援を７者に、また、クレジ

ットの認証支援を５者に対して行っており、

令和６年度も、継続案件も含めて、引き続き

事業者への支援を実施してまいります。 

 森林整備課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

  20ページをお願いします。 

 広域連携や県民運動の推進になります。 

 右のグラフを御覧ください。 

 昨年度の県民アンケートでは、ＣＯ₂排出

量削減のため、ＬＥＤ照明や省エネ家電を選

択する割合が５割前後に上るなど、県民に一

定程度意識の浸透が見られます。 

 また、県内市町村の取組状況ですが、市町

村自体の脱炭素に向けた計画である事務事業

編は、令和６年５月時点で43団体が、さら

に、市町村の地域での脱炭素に向けた計画と

なります区域施策編は28団体が策定しており

ます。ゼロカーボン宣言については27団体が

行っているところでございます。 

 ゼロカーボン社会の実現に向けましては、

今後さらに、県民や事業者、団体、市町村と

連携しまして、県全体で取組を推進する必要

がございます。 

 一番下の矢印ですが、廃食油からつくられ

る軽油代替燃料であります高純度バイオディ

ーゼル燃料など、カーボンニュートラルにつ

ながる燃料への理解と利活用を促進してまい

ります。 

 21ページをお願いいたします。 

 主な取組実績と取組予定でございます。 

 家庭部門と一部重複しますが、県民ゼロカ

ーボン行動促進については、くまもとゼロカ

ーボン行動ブックを活用しまして、小学５年

生を対象にした肥後っ子教室等の環境教育や

大学、団体等での講演を行うなど、家庭での

ゼロカーボン行動を促進しております。 

 令和６年度につきましては、これらの取組
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に加えまして、家電量販店やホームセンター

といった県民に身近な店舗での普及啓発のほ

か、マスメディア等を活用した情報発信な

ど、県民のゼロカーボン行動の実践、定着を

促進してまいります。 

 ２番目の星印の県内市町村に対する支援で

ございますが、市町村向けの説明会や研修会

の開催のほか、個別対応等により、市町村に

おける計画策定を支援してまいります。 

 最後の黒い四角のくまもとＢＤＦの普及啓

発について、令和５年度は、県の取組としま

して、県職員向けの廃食油キャンペーンや県

の機関でのＢＤＦ活用を実施しております。

また、ＢＤＦの利用を促進するため、重機等

を利用する事業者に対して、高純度のＢＤＦ

の品質、安全等に関する普及啓発を行いまし

た。 

 令和６年度も、これらの取組を継続すると

ともに、国や市町村など県内への横展開を推

進してまいります。 

 22ページをお願いいたします。 

 県の事務事業に係る温室効果ガス排出削減

についてです。 

 右のグラフに記載のとおり、削減目標の60

％以上に対しまして、2022年度時点での実績

は47.9％の削減となっております。 

 オレンジの折れ線グラフ、エネルギーの消

費量ですが、8.1％しか減少しておらず、温

室効果ガス排出量の削減率に比べますと、エ

ネルギー使用量の削減率が小さい状況でござ

います。削減目標の達成に向けては、今後さ

らに取組の徹底が必要でございます。 

 全国知事会の宣言も踏まえまして、県民、

事業者、市町村の模範となるよう、県有施設

への再生可能エネルギーや電動車の導入、設

備更新時の省エネ、燃料転換の推進ととも

に、高純度ＢＤＦを活用するなど、まず、県

が率先して脱炭素化に取り組んでまいりま

す。 

 23ページをお願いします。 

 主な取組の実績と取組の予定です。 

 まず、県庁へのＬＥＤの導入でございま

す。 

 令和４年度、５年度で県庁舎本館にＬＥＤ

照明を導入しまして、令和６年度につきまし

ては、宇城保健所等への導入を予定しており

ます。 

 次に、ＺＥＢ改修の実施ですが、ＺＥＢと

いいますのは、点線の囲みに記載しておりま

すように、高断熱化による省エネと再生可能

エネルギー導入による創エネによりまして、

エネルギー消費量の収支をゼロとすることを

目指した建築物でございます。 

 宇城の総合庁舎におきまして、県有施設で

初めてＺＥＢ Ｒｅａｄｙの認証を取得しま

して、空調設備の改修や照明のＬＥＤ改修、

窓ガラスの断熱改修等を行っております。 

 ＺＥＢ Ｒｅａｄｙといいますのは、右の

４つの図のうちの左下の水色のイメージ図に

ありますように、省エネでエネルギー消費量

の50％以下まで削減するというものでござい

ます。 

 また、最下段でございますが、県有施設の

長寿命化保全計画の策定を進めておりまし

て、この計画の中で、施設の現状把握及び省

エネ改修の手法、例えば、空調設備更新時の

高効率空調への更新等について検討しており

ます。 

 24ページをお願いいたします。 

 エネルギーシフト、これは、化石燃料から

電気などへの転換になります。公用車への電

動車の導入でございます。令和５年度の公用

車の一部に電動車を導入いたしました。ま

た、ＥＶ導入の台数が増えた場合の既存電気

設備等への影響等を調査いたしました。令和

６年度に新規導入、更新する車両は、原則と

しましてＥＶ、それがどうしても困難な場合

はハイブリッドとなりまして、電動車を合計

で29台とする予定でございます。 

 さらに、２つ目のポツですが、民間の充電
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スポットを利用できる充電カードの必要性に

ついて検証したいと考えております。 

 次に、空調設備等の燃料転換です。 

  本県と地球温暖化対策に関する連携協定を

締結しております九州電力等と連携しまし

て、今後改修を予定している空調等の電化に

よるＣＯ₂削減効果を調査しております。令

和６年度の設備更新時の際に、５つの施設に

おいて、可能な範囲で灯油などの化石燃料式

から電気式の空調に更新することとしており

ます。 

 最後に、電気のＣＯ₂ゼロ化として、再生

可能エネルギーの導入等について説明いたし

ます。 

 令和５年度は、初期投資ゼロモデル、具体

的に申しますと、県の土地を民間事業者に貸

し付けまして、事業者が再生可能エネルギー

設備を設置し、県は電気代で支払うというモ

デルですが、このモデルを活用しまして、県

南の３地域振興局、具体的には、八代、芦

北、球磨でございますが、ここに再生可能エ

ネルギー設備を導入することに着手いたしま

した。電力の供給開始に向けた事業者との協

議が完了しまして、一部着工しております。 

 令和６年度は、この県南３局への再エネ導

入を完了するとともに、これ以外の県有施設

への導入に向け、現在事業者の公募を行って

いるところでございます。 

 環境立県推進課の説明は以上でございま

す。 

 

○橋口海平委員長 ありがとうございます。 

 次に、議題３、再生可能エネルギー導入促

進に関する件について説明をお願いします。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 資料３をお願い

します。 

 ③再生可能エネルギー導入促進に関する件

について、引き続き説明させていただきま

す。 

 01ページをお願いします。 

 １、再生可能エネルギーの現状等の現状・

課題等です。 

 2020年12月に策定した第２次熊本県総合エ

ネルギー計画において、2030年度の県内電力

消費量に対する再生可能エネルギー発電量の

割合の目標を50％と設定しております。 

 右の図の下の円グラフを御覧ください。 

 再生可能エネルギーの割合は、設定年度の

2018年が27.9％に対して、2021年度は33.7％

と増加しております。 

 左側３番目の丸にお戻りください。 

 一方から始まる課題の部分でございますけ

れども、増加する再エネ電力を接続する送電

線の容量に空きがないというような課題がご

ざいます。また、太陽光発電は天候による変

動が大きいため、電力が余る場合に電力網に

接続する電気量が抑制される、いわゆる出力

制御が増加しております。 

 ちなみに、2022年が80回でしたけれども、

2023年が136回と増加しております。余剰電

力を無駄にしない再生エネルギーの導入の仕

組みが求められている状況でございます。 

 続きまして、次の丸ですけれども、再エネ

施設の立地に当たっては、環境、景観、防災

に係るトラブルを防止して、地域と共生する

必要がございます。 

 取組の方向性としまして、１番目の丸です

けれども、太陽光、風力、水力、地熱、温泉

熱等の地域資源を活用し、再エネ供給を増加

させることが基本ですが、２番目の丸の再エ

ネを有効に活用するため、送電線整備につい

て国に要望を行っております。また、余り送

電系統に頼らないモデルとして、空港周辺地

域ＲＥ100、これはリニューアブルエナジー

100％という意味で、いわゆる再エネ100％産

業エリアの創造や、屋根置き型太陽光など小

型・自家消費型の再エネ設備等の普及拡大を

行っております。 

 次に、３番目の丸ですけれども、空港周辺
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地域ＲＥ100産業エリアの創造などによっ

て、熊本では、再エネ100％を目指した企業

活動が可能という次の時代を見据えた環境づ

くりを行ってまいります。 

 ４番目の丸ですけれども、再エネの立地関

係では、昨年度公表した県基準や適地を色分

けしたゾーニング図による再エネ施設の適地

誘導や、阿蘇地域においては、太陽光発電施

設の設置に関する景観ガイドラインを踏まえ

た立地協定の締結推進によって再エネ設備に

おける環境、景観、防災への配慮を推進しま

す。 

 02ページについてですけれども、分野別の

進出目標でございます。 

  左側３行目、４行目の太陽光については、

目標に近い実績を示しておりますけれども、

その下、風力や地熱等については、計画はあ

りますものの、なかなかまだ環境アセスメン

トの段階等で実績が進んでいないという状況

にございます。 

 03ページをお願いいたします。 

 ２、再生可能エネルギーの推進の具体的な

取組でございます。 

 再エネ先進地の創造に取り組んでおりま

す。 

  目的・概要の２番目の丸ですけれども、Ｒ

Ｅ100を標榜するＴＳＭＣ及び関連企業の進

出に合わせて、熊本では、再エネ100％を目

指した企業活動が可能という次の時代を見据

えた環境づくりを行います。 

 令和５年度は、右下の地域選定証を――ク

リーム色のような色になっておりますけれど

も、地域選定証のとおり、本県が益城町等と

提案した阿蘇くまもと空港周辺地域ＲＥ100

産業エリアの創造が脱炭素先行地域に選定さ

れました。 

 それを受けまして、令和６年度からは、こ

の取組は都道府県の取組としては全国２例目

でありますので、横展開など、環境省から様

々な要請を踏まえながら、取組を進めておる

ところでございます。 

 本年度は、電力を集約する地域エネルギー

会社の設立を行うとともに、太陽光発電、こ

れは民間がメインに行いますけれども、の整

備等について支援を行ってまいります。 

 下の04ページの脱炭素先行地域の概要でご

ざいます。 

 事業期間は令和６年度から令和11年度の６

年間、総事業費は約119億円、国費55億円を

想定しております。 

 オレンジの枠のように、太陽光発電や蓄電

池設備を民間主導で整備し、また、右下のピ

ンクの部分ですけれども、民間で検討されて

おりますバイオマスエネルギー施設で発電し

た電力を――これは左下の赤枠にありますけ

れども、地域エネルギー会社で集約し供給し

てまいります。 

 05ページをお願いします。 

 県内中小企業の再エネ導入促進です。 

 ＲＥ100の国内中小企業版である再エネ100

宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎの参加拡大を目指し

ております。令和５年度でセミナー等を行い

ましたけれども、令和６年度は、宣言企業を

さらに増加させるため、そのメリットが分か

るような企業向けのセミナー等を実施してま

いる予定でございます。 

 続きまして、小型・自家消費型再エネ施設

の普及促進についてでございます。 

 目的・概要は、２つございます。 

 ①の新規拡大として、太陽光発電の導入拡

大に向け、初期費用や経済性等の不安解消や

②の長期利用として、ＦＩＴ期間終了後も長

期的、安定的電源として管理、運用できるよ

う取組を進めてまいります。 

 時間もありますので、令和６年度につきま

しては、①の新規拡大について屋根置き型ソ

ーラーを県民が安心して設置できるよう、事

業者から提案された事業プランとその経済性

をデータベース化し、どれくらいの費用で、

どのような収支で、どのような事業者ができ
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るか、そういったものを公開してまいりたい

と思っております。 

 また、②の長期利用につきましては、家庭

や企業局などの水力発電など県内の卒ＦＩＴ

電源の電力を脱炭素先行地域で設立する地域

エネルギー会社が集約し、先行地域や県庁舎

等に供給するための課題整理等を行ってまい

ります。 

 06ページをお願いいたします。 

 地域と共生した再エネ施設の導入促進でご

ざいますが、目的・概要として、再エネの適

地誘導を図るため、市町村における再エネ促

進区域の設定を支援し、また、メガソーラー

等の再エネの地域との共存を図るため、再エ

ネ事業者、県、立地市町村の３者による立地

協定を推進します。 

 令和６年度は、これらの取組に加えまし

て、環境事務所や世界遺産担当部局と連携

し、阿蘇地域のゾーニング図について、メガ

ソーラー等に対する主要観光地からの景観を

踏まえて検証し、保全するエリアの見直しを

協議してまいりたいと考えております。 

 07ページをお願いいたします。 

 水素エネルギーの普及です。 

 目的・概要としましては、燃料電池車ＦＣ

Ｖ、燃料電池トラックＦＣトラックの普及、

水素の利活用に向けた取組を九州各県や新た

に企業との連携により推進してまいりたいと

考えております。 

 令和６年度は、右上の写真のように、県内

イベント等においてＦＣＶを展示し、給電等

の機能を県民に啓発してまいります。また、

前年度に引き続いて、九州各県などと連携し

て、燃料電池トラック等の普及に向けた取組

を継続しております。 

 次の丸ですけれども、昨年度の特別委員会

でも報告されましたが、スマート水素ステー

ションです。令和６年５月に耐用年数を超

え、今までの委託業者が部品等がもうないの

で維持管理が受託できないということになり

ましたので、残念ながら県庁スマート水素ス

テーションを安全性の観点から撤去せざるを

得ないと考えております。 

 一方で、５番目の丸ですけれども、昨年度

の特別委員会で、水素ステーションの拡大や

再エネを利用した水素の活用について御意見

をいただいております。これを踏まえまし

て、水素活用に向け、グリーン水素を検討さ

れている日立造船や自動車関係の企業との意

見交換を開催し、燃料電池車や再エネと連動

した水素の活用等について課題や対策を整理

し、必要となる検証や実証事業に取り組む予

算を６月補正で計上しております。 

 また、国に対しては、政府提案において、

今年度から再エネ由来の余剰エネルギーを水

素で貯蔵するための基盤整備や水素ステーシ

ョンの拡大など、水素を活用する体制の構築

について取り組んでいただけるよう要望をさ

せていただいております。 

 このように要望しつつ、県でも対策を検討

し、将来の水素社会に向けて取組を進めてま

いりたいと考えております。 

 最後に、新規小水力発電についてですけれ

ども、この可能性調査について企業局で今取

り組んでおられます。 

 エネルギー政策課は以上でございます。 

 

○橋口海平委員長 以上で執行部からの説明

が終わりました。 

 議題２、議題３について、一括して質疑を

受けたいと思います。質疑はございません

か。 

 

○幸村香代子委員 各家庭の小規模の太陽光

設備についてお尋ねしたいんですが、少し前

までは非常にその普及活動について熱心で、

国も補助金を設定していましたし、もちろん

県も補助金を設定して、非常に各家庭に太陽

光発電の設置について推進をされてきたかな

と思っています。今、その状況についてどう
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なのかということをまず質問をしたいと思い

ます。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 今現状としまして、国のＦＩＴ制度、固定

価格買取制度で非常に高い金額で電力会社が

買い取っておる制度がだんだん縮小して、

今、なかなか収支が難しいというような報道

等もございます。 

 それで、県としましては、どのような導入

効果があるかとか、費用がどれぐらいかとい

うような、そういった県民の方々が分かるよ

うなデータを公表させていただいて、安心し

て取組が進められるようにしたいと考えてお

るところでございます。 

 

○幸村香代子委員 それに対して県が補助金

を設定するということについては、今お考え

があるかどうかをお尋ねいたします。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 国もですけれど

も、太陽光導入当初につきましては、かなり

のインセンティブを設定しておったところで

ございますけれども、今は国も含めてそうい

う動きはございません。いかにして家庭で防

災的な面も含めた自家発電的な太陽光を安心

して設置していただけるかというような情報

をしっかり提供していくことを考えておりま

す。 

 

○幸村香代子委員 そこの部分なんですよ

ね。災害が起きたときに今蓄電池の普及も非

常にされているんですが、効果なんですよ

ね、災害のときにも踏まえて、そういったも

のの普及というのは必要かなと思いますの

で、蓄電池に対しての補助金制度も含めて今

後考えていただければなと思います。 

 

○橋口海平委員長 要望ということでよろし

いですか。 

 

○幸村香代子委員 はい。 

 

○橋口海平委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○前田憲秀委員 幾つかありますけれども、

１つだけ。 

 01ページで再生可能エネルギーの現状等と

いう説明がございました。ちょうど今の時期

なんですけれども、太陽光発電はじめ、出力

抑制が増加しという説明がありました。その

後に、余剰電力を無駄にしない再エネ導入の

仕組みが求められているという課長の御説明

があったんですけれども、何か具体的に考え

ているようなことがあるんでしょうか。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 出力抑制を防ぐ

取組として、国のほうでも大きく４つ取組を

検討されております。 

 １つは、先ほど幸村委員からも話ありまし

た蓄電池で蓄えるということ、その派生型と

して、蓄えるというのを、水素を活用して蓄

えていくということ、それは水素の活用と再

エネの有効活用ということでつながると思っ

ております。 

 次に、以前は、夜間電力を使ってくれとい

うことで、夜にエコキュート等を使うという

ような形でされておりましたけれども、それ

を昼間、再エネが使われているときにエコキ

ュートを使うと、そういう動きがございま

す。 

 そして、最後に、送電網の拡充ということ

で、九州等で余った電力を首都圏等に運ぶ

と、そういった国のほうで大きな計画をされ

ておりますけれども。現状として、県として

推進をまず考えておりますのは、今可能であ

ればということで勉強会を開催したいと思っ

ておりますのは、２番目に申し上げた水素を
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活用した余剰電力の蓄エネルギーということ

ができるのか、そういったことを企業と勉強

会を開催して検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

 以上です。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 私がお願いしようといったことを今課長が

言っていただきました。蓄電とよく言われる

んですけれども、なかなか電力を供給できる

だけの蓄電というのは、今の時代は厳しいと

思います。 

 それと、送配電の話もありましたが、先ほ

どゾーニングの話もありましたが、そこでメ

ガソーラーだの、風力だの発電しても系統連

携をしないといけないわけですよね。それに

どれだけのお金がかかるのか。であれば、今

おっしゃったように水素の利活用、これはも

うこれしかないと言い続けておりますので、

ぜひ、先ほど地域エネルギー会社みたいな説

明もございました。そういったのもしっかり

有効活用して、水素の利活用をぜひ熊本が先

陣を切っていただきたいと要望して、終わり

ます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○末松直洋委員 私の知り合いが蓄電池を設

置したいので、どちらか探してと言われてい

るんですけれども、これは家庭用の蓄電池で

はないと思うんです。多分パネルを使うタイ

プじゃないと思うんですけれども、どのよう

な仕組みなのか、それと、県が推奨されてい

るのかどうか、この２点を教えていただけれ

ばと思います。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 今おっしゃった

のは、いわゆる系統蓄電池と言われているも

のかと思います。家庭用の蓄電池は、家庭で

発電したものを蓄電して、そして家庭で使う

というものですけれども、系統蓄電池という

のは、電気が余っているときに買い取って、

それを蓄電池に入れ、電気が少ない夜間とか

に、より高い金額で売却されると、そういう

ような事業モデルが今ありますので、そうい

った取組をされているのかと思います。 

 一例として、系統蓄電池、川尻駅の横にＪ

Ｒが電気の駅ということで設置されているも

のがございますので、そういった例かと思っ

ております。 

 

○末松直洋委員 車のバッテリーとかを集め

て、何かしよんなる、プリウスとかのタイプ

ですかね。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 今私が聞いとる

のは、日産リーフで使用が終わったバッテリ

ーを活用した蓄電池をされているという例は

あると聞いております。 

 

○末松直洋委員 分かりました。 

 

○内野幸喜委員 資料２の一番最後、エネル

ギーシフトで公用車への電動車導入というこ

とで、Ｒ５は公用車の一部に電動車を導入、

Ｒ６は新規導入、更新する車両を原則ＥＶと

書いてあります。困難な場合はハイブリッド

と言われているんですけれども、例えば、熊

本でも、阿蘇とか、人吉・球磨とか、雪が降

ったりとか、そういうケースってあるんです

ね。そうしたときに長時間移動できなくなる

ケースもありますので、電池、ＥＶだけだ

と、これは非常に厳しい状況に置かれるんで

す。全国でそういう事例もいっぱい発生して

いますので、この原則ＥＶというのは分かる

んですが、そういったことも考慮して、原則

という言葉じゃなくて、ハイブリッドとか通

常のガソリン車というのもちゃんと保持して

いかないと駄目な場合もあるんじゃないかな

と思いますので、そこはしっかりとそういう
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対応できるようにはやっていただきたいなと

思います。これは要望です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○吉永和世委員 18ページの森林の吸収源対

策ですけれども。切って、使って、植えて、

育てる、この循環というのをしっかり好循環

を出さないといけないということで、ただ、

今切るのは切るんだけれども、これにも書い

てある、再造林率が50％ぐらいしかいってな

いということなので、そういう状況は、要

は、将来に向かって資源が減ってくると。あ

と、ＣＯ₂削減率が減るということですか

ら、再造林率を上げる対策というか、そこを

しっかりやっていただきたいなと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

  （「ございません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 なければ質疑を終了いた

します。 

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りし

ます。 

 本委員会に付託の調査事件については、引

き続き審査する必要があると認められますの

で、本委員会を次期定例会まで継続する旨、

会議規則第82条の規定に基づき、議長に申し

出ることとしてよろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり） 

○橋口海平委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 その他として何かございませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○橋口海平委員長 その他として私から一つ

提案がございます。 

 閉会中の視察の件についてですが、委員会

で行う委員派遣は、本来、会議規則第81条に

委員会としてこれを議長に申し出ることにな

っております。しかしながら、緊急な委員会

視察が必要な場合に委員会をそのたびに開催

するのが不可能な場合もございます。そこ

で、付託調査事件に係る閉会中の委員派遣の

実施目的、日時、場所等につきましては、委

員長一任ということでよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○橋口海平委員長 異議なしということです

ので、そのように取り計らせていただきま

す。 

 ほかになければ、本日の委員会はこれで閉

会いたします。 

 これをもちまして第７回海の再生及び環境

対策特別委員会を閉会いたします。お疲れ様

でした。 

  午後０時40分閉会 
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